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１．概要 

本資料は、コンクリート構造物および鉄骨構造物の高経年化に係わる技術評価の補

足として、評価内容の補足資料をとりまとめたものである。 

コンクリート構造物および鉄骨構造物の経年劣化事象、劣化要因は表 1に示すとお

り、多岐にわたるため、それぞれの劣化要因ごとに評価が必要である。 
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表 1 コンクリート構造物および鉄骨構造物の経年劣化事象および劣化要因(1/2) 

構造物 
経年劣化

事象 
劣化要因 

コンク

リート

構造物 

強度低下 

熱 

コンクリートが熱を受けると、温度条件によってはコ

ンクリート中の水分の逸散に伴う乾燥に起因する微細な

ひび割れ、あるいは水分の移動に起因する空隙の拡大な

どにより強度が低下する可能性がある。

放射線 

照射 

コンクリートは、中性子照射やガンマ線照射に起因す

る内部発熱によるコンクリート中の水分の逸散などによ

り 、強度が低下する可能性がある。 

中性化 

コンクリートは空気中の二酸化炭素の作用を受ける

と、徐々にそのアルカリ性を失い中性化する。中性化が

コンクリートの内部に進行しアルカリ性が失われると鉄

筋周囲に生成されていた不動態被膜も失われ、鉄筋はコ

ンクリート中の水分、酸素の作用により腐食し始める。

さらに、鉄筋の腐食が進行すると酸化生成物による体積

膨張からコンクリートにひび割れや剥離が生じ、コンク

リート構造物としての健全性が損なわれる可能性があ

る。

塩分浸透 

コンクリート中に塩化物イオンが浸透して鉄筋位置ま

で達すると、鉄筋表面の不動態被膜が破壊されるため、

鉄筋はコンクリート中の水分、酸素の作用により腐食し

始める。腐食が進行すると酸化生成物による体積膨張か

らコンクリートにひび割れや剥離が生じ、コンクリート

構造物としての健全性が損なわれる可能性がある。 

機械振動 

機械振動により、コンクリート構造物が長期間にわた

って繰返し荷重を受けると、ひび割れの発生、ひいては

損傷に至る可能性がある。 

アルカリ

骨材反応 

コンクリート中の反応性シリカを含む骨材と、セメン

トなどに含まれるアルカリ（ナトリウムイオンやカリウ

ムイオン）が、水の存在下で反応してアルカリ珪酸塩を

生成し、この膨張作用によりコンクリートにひび割れが

生じ、コンクリート構造物としての健全性が損なわれる

可能性がある。

凍結融解 

コンクリートの水分が凍結し、それが気温の上昇や日

射を受けることなどにより融解する凍結融解を繰り返す

ことでコンクリートにひび割れが生じ、コンクリート構

造物としての健全性が損なわれる可能性がある。 

遮蔽能力

低下 
熱 

コンクリートは、周辺環境からの伝熱および放射線照

射に起因する内部発熱により、コンクリート中の水分が

逸散し、放射線に対する遮蔽能力が低下する可能性があ

る。 

耐火能力

低下 

火災時な

どの熱 

コンクリート構造物は、断面厚により耐火能力を確保

する設計であるが、火災時に熱により剥落が生じ、部分

的な断面厚の減少に伴う耐火能力の低下によりコンクリ

ートの健全性が損なわれる可能性がある。 
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表 1 コンクリート構造物および鉄骨構造物の経年劣化事象および劣化要因(2/2) 

構造物 
経年劣化 

事象 
劣化要因 

コンク

リート

構造物 

テンドンの

緊張力低下 

プレスト

レス損失

コンクリートの乾燥収縮およびクリープは、構造物の

供用期間中にわたってコンクリート部の体積を変化さ

せ、テンドンの緊張力に影響を及ぼす。また、ＰＣ鋼よ

り線のリラクセーションは、ＰＣ鋼より線の材料特性、

初期応力、温度および時間に依存してテンドンの引張応

力を低下させる。これらのことから、プレストレス損失

により、テンドンの緊張力が低下する可能性がある。 

熱 

（高温） 

高温によるＰＣ鋼より線の強度低下やリラクセーショ

ンが増加することにより、テンドンの緊張力が低下する

可能性がある。

放射線 

照射 

放射線（中性子）によるプレストレスシステムの靭性

の低下によりＰＣ鋼より線が破断し、テンドンの緊張力

が低下する可能性がある。 

腐食 
ＰＣ鋼より線等が腐食し断面欠損することによりテン

ドンの緊張力が低下する可能性がある。 

疲労 

通常運転時における繰返し載荷や振動によって、ＰＣ

鋼より線等が強度低下し、破壊することにより、テンド

ンの緊張力が低下する可能性がある。

鉄骨 

構造物 
強度低下 

腐食 

鉄は一般に大気中の酸素、水分と化学反応を起こして

腐食する。また、海塩粒子などにより、腐食が促進され

る。腐食が進行すると鉄骨の断面欠損に至り、鉄骨の強

度低下につながる可能性がある。 

風などに

よる疲労 

風による振動などの繰返し荷重が継続的に鉄骨構造物

にかかることにより、疲労による損傷が蓄積され、鉄骨

の強度低下につながる可能性がある。 
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２．基本方針 

コンクリート構造物および鉄骨構造物の経年劣化事象および劣化要因に対する評価

の基本方針は、対象構造物について、表１の経年劣化事象の発生の可能性について評

価し、その可能性が将来にわたって発生することが否定できない場合は、その発生お

よび進展に係る健全性評価を行い、運転開始後 60 年時点までの期間において「実用

発電用原子炉施設における高経年化対策審査ガイド」および「実用発電用原子炉施設

における高経年化対策実施ガイド」の要求事項を満たすことを確認することである。 

コンクリート構造物および鉄骨構造物評価についての要求事項を表 2に整理する。
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表 2 コンクリート構造物および鉄骨構造物評価についての要求事項 

ガイド 要求事項 

実用発電用原子炉施

設における高経年化

対策審査ガイド 

３．高経年化技術評価等の審査の視点・着眼点 
（１）高経年化技術評価の審査
⑫健全性の評価
実施ガイド３．１⑤に規定する期間の満了日までの期間につ

いて、高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の発生又は進展
に係る健全性を評価していることを審査する。 
⑬現状保全の評価
健全性評価結果から現状の保全策の妥当性が評価されている

ことを審査する。 
⑭追加保全策の抽出
現状保全の評価結果から、現状保全に追加する必要のある新

たな保全策が抽出されていることを審査する。 
（２）長期施設管理方針の審査
①長期施設管理方針の策定

すべての追加保全策について長期保守管理方針として策定さ

れているかを審査する。 

実用発電用原子炉施

設における高経年化

対策実施ガイド 

３.１ 高経年化技術評価の実施及び見直し 
高経年化技術評価の実施及び見直しに当たっては、以下の要

求事項を満たすこと。 
⑤抽出された高経年化対策上着目すべき経年劣化事象につい
て、以下に規定する期間の満了日までの期間について機器・
構造物の健全性評価を行うとともに、必要に応じ現状の施設
管理に追加すべき保全策（以下「追加保全策」という。）を抽
出すること。

イ 実用炉規則第82条第1項の規定に基づく高経年化技術評価
プラントの運転を開始した日から60年間（ただし、⑧ただし
書の規定に該当する場合にはプラントの運転を開始した日か
ら40年間とする。）

３.２ 長期施設管理方針の策定及び変更 
長期施設管理方針の策定及び変更に当たっては、以下の要求

事項を満たすこと。 
①高経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保全策（発電
用原子炉の運転を断続的に行うことを前提として抽出された
もの及び冷温停止状態が維持されることを前提として抽出さ
れたものの全て。）について、発電用原子炉ごとに、施設管理
の項目及び当該項目ごとの実施時期を規定した長期施設管理
方針を策定すること。

なお、高経年化技術評価の結果抽出された追加保全策につ

いて、発電用原子炉の運転を断続的に行うことを前提とした

評価から抽出されたものと冷温停止状態が維持されることを

前提とした評価から抽出されたものの間で、その対象の経年

劣化事象及び機器・構造物の部位が重複するものについて

は、双方の追加保全策を踏まえた保守的な長期施設管理方針

を策定すること。 
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３．代表構造物の選定 

3.1 代表構造物の選定手順 

コンクリート構造物および鉄骨構造物の強度低下、遮蔽能力低下、耐火能力低

下、テンドンの緊張力低下が想定される構造物は多数存在するため、劣化状況評価

では、評価対象となる構造物の中から代表構造物を選定して評価を行う。評価対象

構造物、代表構造物などは、以下の手順にて選定する。 

3.1.1 評価対象構造物の選定とグループ化 

多数の構造物の中から、「重要度指針におけるクラス１、２に該当する構造物

または該当する機器を支持する構造物」「重要度指針におけるクラス３に該当す

る高温・高圧の環境下にある機器を支持する構造物」「常設重大事故等対処設

備、常設重大事故等対処設備を支持する構造物」「火災防護設備に属する構造

物」「浸水防護施設に属する構造物」に該当する構造物を選定し、コンクリート

構造物と鉄骨構造物にグループ化を実施した。なお、原子炉格納容器であるプ

レストレストコンクリート製原子炉格納容器（以下、「ＰＣＣＶ」という）のう

ち、支持機能、遮蔽機能、耐圧機能を担う鉄筋コンクリートおよびプレストレ

スシステムについては、コンクリート構造物として本評価書にて評価するもの

とする。また、対象構造物の選定にあたり、ＰＣＣＶは外部遮蔽壁と原子炉格

納施設基礎に含めることとする。評価対象構造物の選定とグループ化の結果を

表 3に示す。 

3.1.2 代表構造物の選定 

グループ化した評価対象構造物について、使用条件などを考慮して代表構造

物を選定した。コンクリート構造物の選定結果を表 4に、鉄骨構造物の選定結

果を表 5にそれぞれ示す。 

3.1.3 劣化要因ごとの評価対象部位などの選定 

代表構造物について、劣化要因ごとに使用環境などを考慮して評価対象部

位、評価点を選定した。 
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表 3 評価対象構造物のグループ化 

対象構造物 重要度分類 
コンクリート

構造物
鉄骨構造物 

外部遮蔽壁 クラス 1 支持設備 〇 － 

内部コンクリート クラス 1 支持設備 〇 － 

原子炉格納施設基礎 クラス 1 支持設備 〇 － 

原子炉周辺建屋 クラス 1 支持設備 〇 
〇 

（鉄骨部、水密扉） 

制御建屋 クラス 1 支持設備 〇 
〇 

（水密扉） 

廃棄物処理建屋 クラス 2 支持設備 〇 
〇 

（水密扉） 

タービン建屋 クラス 3 支持設備 〇 
〇 

（鉄骨部） 

燃料油貯蔵タンク基礎 クラス 1 支持設備 〇 － 

重油タンク基礎 クラス 1 支持設備 〇 － 

緊急時対策所 常設重大事故等対処設備 〇 － 

海水ポンプ室 クラス 1 支持設備 〇 
〇 

（浸水防止蓋） 

海水管トンネル クラス 1 支持設備 〇 － 

防護壁、止水壁 浸水防護施設 〇 
〇 

（鋼製部） 

防波堤 浸水防護施設 〇 － 

貯水堰 常設重大事故等対処設備 〇 － 
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表 4 大飯３号炉 コンクリート構造物における代表構造物選定結果 

対象構造物 

（コンクリート構造物）
重要度分類など 

使  用  条  件  など 
選

定 
選定理由 運転開始後 

経過年数*1 

高温部の 

有無 

放射線の 

有無 

振動の 

有無 

設置環境 供給塩化物

量 

耐火要求 

の有無 

緊張力 

の有無 屋 内 屋 外 

① 外部遮蔽壁 クラス１設備支持 28 ◇ ◇ － 
一部 

仕上げ無し 
仕上げ有り ◇ － ○ ◎ 

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽｼｽﾃﾑを有する構

造物、屋内で仕上げ無し

② 内部コンクリート クラス１設備支持 28 
○ 

(１次遮蔽壁) 

○ 

(１次遮蔽壁) 
－ 

一部 

仕上げ無し 
－ ◎ 

高温部、放射線の影響、 

屋内で仕上げ無し 

③ 原子炉格納施設基礎 クラス１設備支持 28 － ◇ － 仕上げ有り 埋設*2 ◇ ○ ◎ 

代表構造物を支持する

構造物、ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽｼｽﾃﾑを

有する構造物 

④ 原子炉周辺建屋 クラス１設備支持 28 － ◇ 

◇ 

(非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

発電機基礎) 

一部 

仕上げ無し 
仕上げ有り ◇ － ◎ 

振動の影響、 

屋内で仕上げ無し 

⑤ 制御建屋 クラス１設備支持 28 － － － 
一部 

仕上げ無し 
仕上げ有り ◇ － ◎ 屋内で仕上げ無し 

⑥ 廃棄物処理建屋 クラス２設備支持 28 － ◇ － 
一部 

仕上げ無し 
仕上げ有り ◇ － ◎ 屋内で仕上げ無し 

⑦ タービン建屋 クラス３設備支持 28 － － 
○ 

(ﾀｰﾋﾞﾝ架台)

一部 

仕上げ無し 
埋設*2 ◇ ◎ 

振動の影響、 

屋内で仕上げ無し 

⑧ 
燃料油貯蔵タンク基礎（配管トレ

ンチ含む）
クラス１設備支持 28 － － － 埋設*2 ◇ －

⑨ 重油タンク基礎 クラス１設備支持 2 － － － 埋設*2 ◇ －

⑩ 緊急時対策所 
常設重大事故等 

対処設備 
0 － － － 

一部 

仕上げ無し 
◇ －

⑪ 海水ポンプ室 クラス１設備支持 28 － － －
一部 

仕上げ無し 

○ 

(海水と接触) 
－ ◎ 

屋外で仕上げ無し 

供給塩化物量 

運転開始後経過年数 

⑫ 海水管トンネル クラス１設備支持 28 － － － 仕上げ無し ◇ － 

⑬ 防護壁、止水壁 浸水防護施設 2 － － － 仕上げ無し ◇ 

⑭ 防波堤 浸水防護施設 28 － － － 
一部 

仕上げ無し 

〇 

(海水と接触) 

⑮ 貯水堰 
常設重大事故等 

対処設備 
2 － － － 仕上げ無し 

○ 

(海水と接触) 

*1：運転開始後経過年数は、2020 年 11 月時点の年数としている。

*2：環境条件の区分として、土中は一般の環境として区分されることから、他の屋外で仕上げがない構造物で代表させる。

【凡例】

○：影響大

◇：影響小

－：影響極小、または無し
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表 5 大飯３号炉 鉄骨構造物における代表構造物選定結果 

対象構造物 

（鉄骨構造物） 
重要度分類など 

使  用  条  件 

選定 選定理由 運転開始後 

経過年数*1 

設置環境 

屋 内 屋 外 

① 原子炉周辺建屋（鉄骨部） クラス１設備支持 28 仕上げ有り ◎ 運転開始後経過年数 

② 原子炉周辺建屋（水密扉） 浸水防護施設 8 仕上げ有り 

③ 制御建屋（水密扉） 浸水防護施設 8 仕上げ有り 

④ 廃棄物処理建屋（水密扉） 浸水防護施設 7 仕上げ有り 

⑤ タービン建屋（鉄骨部） クラス３設備支持 28 仕上げ有り ◎ 運転開始後経過年数 

⑥ 止水壁（鋼製部） 浸水防護施設 2 仕上げ有り 

⑦ 浸水防止蓋 浸水防護施設 2 仕上げ無し 

*1：運転開始後経過年数は、2020 年 11 月時点の年数としている。
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3.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を表 6に示す。表 1に示した経年劣化事

象のうち、後述する①と②以外について、高経年化対策上着目すべき経年劣化事象

として抽出した。 

表 6 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

構造物 経年劣化事象 劣化要因 

コンクリート

構造物

強度低下 

熱 

放射線照射 

中性化 

塩分浸透 

機械振動 

遮蔽能力低下 熱 

テンドンの緊張力低下 プレストレス損失 
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① 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象）

表 7に示す経年劣化事象については、想定した劣化傾向等に基づき適切な保全活

動を行っていることから、高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象と

判断した。なお、コンクリート構造物および鉄骨構造物の保全活動は、「大飯発電

所土木建築業務所則」（以下、「土建業務所則」という。）に基づき実施している。 

具体的な点検および補修の実績を表 8に示す。また、土建業務所則における目視

点検の項目、方法および判定基準を別紙１に示す。 

表 7 日常劣化管理事象 

構造物 
経年劣化

事象 
劣化要因 理由 

コンク

リート

構造物 

強度低下 

アルカリ

骨材反応 

使用している骨材については、試験によりコンク

リート構造物の健全性に影響を与えるような反応性

がないことを確認しており、また、定期的に土建業

務所則に基づく目視点検を行っており、アルカリ骨

材反応に起因すると判断されるひび割れ等は認めら

れていない。 

凍結融解 

日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説 ＪＡ

ＳＳ５ 鉄筋コンクリート工事」（２０１８）に示さ

れる凍害危険度の分布図によると大飯３号炉の周辺

地域は「ごく軽微」よりも危険度が低く、また、定期

的に土建業務所則に基づく目視点検を行っており、

凍結融解に起因すると判断されるひび割れ等は認め

られていない。 

耐火能力 

低下 

火災時 

などの熱 

コンクリート構造物は通常の使用環境において、

コンクリート構造物の断面厚が減少することはな

く、また、定期的に土建業務所則に基づく目視点検

を行っており、火災時などの熱に起因すると判断さ

れる断面厚の減少は認められていない。 

鉄骨 

構造物 
強度低下 腐食 

定期的に土建業務所則に基づく目視確認を実施し

ており、強度に支障をきたす可能性のあるような鋼

材の腐食は認められていない。また、鉄骨の強度に

支障をきたす可能性があるような鋼材の腐食に影響

する塗装の劣化等が認められた場合には、その部分

の塗装の塗替え等を行うこととしている。 
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表 8 日常劣化管理事象に関する点検および補修の実績 

構造物 
経年劣化 

事象 

劣化 

要因 
代表構造物 

点検 

方法 

点検 

頻度 
点検結果 

補修 

実績 

コンク

リート

構造物 

強度低下 

アルカ

リ骨材

反応 

外部遮蔽壁 

内部コンクリート 

原子炉格納施設基礎 

原子炉周辺建屋 

制御建屋 

廃棄物処理建屋 

タービン建屋

海水ポンプ室※１ 

目視 

点検 

１回／

年 

アルカリ骨

材反応に起

因すると判

断されるひ

び割れは認

められてい

ない 

補修 

実績 

なし 

凍結 

融解 

目視 

点検 

１回／

年 

凍結融解に

起因すると

判断される

ひび割れは

認められて

いない 

補修

実績

なし 

耐火能力 

低下 

火災時 

などの

熱 

目視 

点検 

１回／

年 

火災時など

の熱に起因

すると判断

される断面

厚の減少は

認められて

いない 

補修

実績

なし 

鉄骨 

構造物 
強度低下 腐食 

原子炉周辺建屋（鉄

骨部） 

タービン建屋（鉄骨

部） 

目視 

点検 

１回／

年 

有害な腐食

は認められ

ていない 

補修 

実績 

なし 

※１ 海水ポンプ室（水路部）の点検頻度は１回／４年
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② 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外）

表 9 に示す経年劣化事象については、今後も経年劣化事象の進展が考えられな

い、または進展傾向が極めて小さいと考えられることから、高経年化対策上着目す

べき経年劣化事象ではない事象と判断した。 

表 9 日常劣化管理事象以外（1/2） 

構造物 
経年劣化

事象 
劣化要因 理由 

コンク

リート

構造物

テンドン

の

緊張力 

低下 

熱 

（高温） 

ＰＣ鋼より線の引張強度は、200℃程度までの温度

であれば著しく低下することはなく、温度 400℃で

も短期間（3～5 分）であれば、ＰＣ鋼より線の機械

的性質に有害な影響は生じない。 

なお、コンクリート製原子炉格納容器で一般に経

験される温度レベルは 200℃よりもはるかに低い

65℃の範囲に収まっていると考えられるため、通常

運転時の状態下でＰＣ鋼より線に熱損傷が生じる可

能性は極めて低く、コンクリート構造物のうち、運

転時に最も高温となる評価点においても 65℃の範囲

に収まっていることを確認している。 

放射線 

照射 

ＰＣ鋼より線への放射線照射は 4×1016ｎ/㎝ 2 ま

での中性子照射では影響がなく、コンクリート製格

納容器の照射量はこの値よりも低いことを確認して

いる。 

腐食 

国内のＰＣＣＶでは、米国のような鉛直＋ガンマ

テンドン（テンドンギャラリとリングガータで定着

するテンドン）形式ではなく、逆Ｕテンドン形式を

採用し、テンドンの両端を底部内にあるテンドンギ

ャラリに定着しているため、雨水や地下水が浸入す

ることはない。

また、シース、グリースキャップ内には、防錆材

が充填されており、定着具およびＰＣ鋼より線が腐

食する可能性は極めて低く、防錆材は水溶性不純

物、含水量および全アルカリ価の検査を実施してお

り、全ての検査項目について判定基準を満足してい

ることを確認している。 

疲労 

ＰＣＣＶにおいて、通常運転時に繰返し載荷や振

動を与える機器類はなく、また、プレストレスシス

テムの疲労試験（高サイクル疲労試験および低サイ

クル疲労試験）を施工に先立ち実施しており、テン

ドンの破断のないことを確認している。
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表 9 日常劣化管理事象以外（2/2） 

構造物 
経年劣化

事象 
劣化要因 理由 

鉄骨 強度低下 
風などに 

よる疲労 

煙突などの形状の構造物は、比較的アスペクト比

（高さの幅に対する比）が大きく、風の直交方向に

振動が発生する恐れがある（日本建築学会「原子力

施設における建築物の維持管理指針・同解説」（２

０１５））。日本建築学会「建築物荷重指針・同解

説」（２０１５）において、アスペクト比が４以上

の構造物は風による振動の検討が必要とされている

が、鉄骨構造物にアスペクト比が４以上の構造物は

ない。 
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3.3 劣化要因ごとの評価対象部位の選定結果 

 経年劣化事象に対する劣化要因ごとの評価対象部位について、選定した結果を表 10 に

示す。 
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表 10 大飯３号炉 コンクリート構造物および鉄骨構造物に想定される経年劣化事象と評価対象とする構造物 

構 造 種 別 コンクリート構造物 鉄骨構造物 

経年劣化事象 強度低下 
遮蔽能力

低下 
テンドンの緊張力低下 

耐火能力 

低下 

強度低下 

要  因 熱 
放射線 

照射 
中性化 

塩分 

浸透 

機械 

振動 

アルカリ

骨材反応
凍結融解 熱 

プレスト

レス損失
熱 

放射線 

照射 
腐食 疲労 腐食 

風などに 

よる疲労 

代 
 

表 
 

構 
 

造 
 

物

外部遮蔽壁 △ △ ○* ▲ ▲ ▲ ▲ △ 

内部 

コンクリート

１次 

遮蔽壁* 

○ 

１次 

遮蔽壁* 

○ 

△ △ 

１次 

遮蔽壁*

○ 

△ 

原子炉格納 

施設基礎 
△ △

テンドン

定着部*

○ 

テンドン

定着部

▲ 

テンドン

定着部

▲ 

テンドン

定着部

▲ 

テンドン

定着部

▲ 

原子炉 

周辺建屋 

（鉄骨部含む） 

屋内面* 

〇 
△ △ △ 

鉄骨部 

△ 

鉄骨部

▲ 

制御建屋 △ △ △ 

廃棄物処理建屋 
屋内面* 

〇 
△ △ △ 

タービン建屋

（鉄骨部含む）

ﾀｰﾋﾞﾝ

架台*

○ 

ﾀｰﾋﾞﾝ

架台

△

ﾀｰﾋﾞﾝ

架台

△

鉄骨部 

△ 

鉄骨部

▲ 

海水ポンプ室 ○ ○ △ △

○：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象（表中の○に対応する代表構造物：評価対象とする構造物）

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理対象事象）

▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理対象事象以外）

＊：評価対象部位
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４．代表構造物の技術評価 

4.1 コンクリートの強度低下 

4.1.1 熱による強度低下 

（１）評価の概要

評価対象部位は、代表構造物のうち、運転時に最も高温状態となる内部コン

クリートの（１次遮蔽壁）とした。

評価点は、ガンマ発熱の影響の最も大きい炉心領域部および原子炉容器サポ

ート（ＲＶサポート）直下部とした。１次遮蔽壁の概要を図 1に示す。 

評価については、コンクリートの温度制限値と温度分布解析の結果を比較し

た。 

図１ １次遮蔽壁の概要 

（２）評価結果

解析の結果、コンクリートの最高温度は約 52.0℃であり、制限値 1)である

65℃以下であるため、健全性評価上問題とはならない。 

炉心領域部

RV サポート直下部 
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4.1.2 放射線による強度低下 

（１）評価の概要 

評価対象部位を内部コンクリートの１次遮蔽壁、評価点を中性子およびガン

マ線照射量が最大となる１次遮蔽壁炉心側コンクリートとした。 

評価については、評価点における運転開始後６０年時点で予想される中性子

照射量およびガンマ線照射量を解析により算出した。 

 

（２）評価結果 

ａ）中性子照射量 

中性子照射と強度の関係に関しては、従来 Hilsdorf ほかの文献 2）における

「中性子照射したコンクリートの圧縮強度（fcu）と照射しないコンクリートの

圧縮強度（fcuo）の変化」を参照していた。一方、小嶋ほかの試験結果 3）を踏ま

えた最新知見によると、コンクリートの圧縮強度は、およそ 1×1019n/cm2

（E>0.1MeV）の中性子照射量から低下する可能性が確認されている。 

大飯３号炉の運転開始後６０年時点における中性子照射量は約１．８３×１

０１９n/cm２（E>0.11MeV）で、照射量が１×１０１９n/cm２（E>0.11MeV）を超え

る範囲は、１次遮蔽壁の厚さ（最小壁厚２７９cm）に比べて小さく、深さ方向

に最大でも４cm 程度であることを踏まえ、耐力評価として、保守的に内部コン

クリート（１次遮蔽壁）からこの範囲を除いても、コンクリートの圧縮耐力が

地震時の鉛直荷重などの設計荷重を上回ること、また、日本電気協会「原子力

発電所耐震設計技術指針（JEAG 4601-1987）」に基づく内部コンクリートの最

大せん断ひずみ評価に対して影響がないことを確認している。 

 

ｂ）ガンマ線照射量 

ガンマ線照射量と強度の関係に関する Hilsdorf 他の文献 2)によると、少なく

とも２×１０８Gy （２×１０１０rad）程度のガンマ線照射量では有意な強度低下

はみられない。 

大飯３号炉の運転開始後６０年時点におけるガンマ線照射量は約１．１４×

１０１０rad で、２×１０１０rad を下回っていることから、内部コンクリート

（１次遮蔽壁）の強度への影響はないものと考えられる。 

 

以上から、放射線照射による強度低下に対しては、健全性評価上問題とはならな

い。 
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4.1.3 中性化による強度低下 

（１）評価の概要 

評価対象部位の候補として、代表構造物全て（外部遮蔽壁、内部コンクリー

ト、原子炉格納施設基礎、原子炉周辺建屋、制御建屋、廃棄物処理建屋、ター

ビン建屋および海水ポンプ室）が該当する。 

このうち、評価点として、空気環境の違いが中性化の進展に影響を与えるこ

とを踏まえ、屋内については空気環境の実測値を踏まえた中性化への影響度が

最も大きい原子炉周辺建屋、廃棄物処理建屋の屋内面、屋外については空気環

境に大きな違いが生じないため空気との接触時間が長い海水ポンプ室のうち気

中帯を選定した。 

評価については、以下の手順にて実施した。 

ａ）中性化深さの推定 

中性化速度式（中性化深さの実測値、空気環境値などを入力）により、運

転開始後６０年経過時点の中性化深さを算出（森永式 4）および実測値に基づ

く√t式 5）） 

ｂ）最大中性化深さ推定値の抽出 

中性化速度式により得られる中性化深さのうち、最大値となる中性化深さ

を抽出 

ｃ）鉄筋が腐食し始める時の中性化深さの算出 

鉄筋が腐食し始める時の中性化深さとして、屋内はかぶり厚さに２cm を加

えた値、屋外はかぶり厚さの値をそれぞれ算出 

ｄ）運転開始後６０年経過時点の中性化深さの評価 

ｂ）とｃ）の中性化深さを比較 

 

（２）評価結果 

表 11 に示すとおり、運転開始後６０年経過時点における中性化深さが最大

となる評価点において、鉄筋が腐食し始める時点の中性化深さを下回っている

ことから、健全性評価上問題とはならない。 

 

表 11 運転開始後６０年後時点と鉄筋が腐食し始める時点の中性化深さの比較 

 調査時点の中性化深さ ３号炉運転開始後 

６０年経過時点の

中性化深さ＊１ 

(cm) 

(推定式) 

鉄筋が腐食 

し始める時の 

中性化深さ 

（cm） 

経過年数 
実測値 

（cm） 

推定値 

(cm) 

(推定式) 

原子炉周辺建屋 

（屋内面） 
２８年 ０．１ 

１．８ 

（森永式） 

２．６ 

（森永式） 
７．０ 

廃棄物処理建屋 

（屋内面） 
２８年 ０．１ 

１．９ 

（森永式） 

２．８ 

（森永式） 
７．０ 

海水ポンプ室 

（気中帯） 
２４年 ０．５ 

０．５ 

（森永式） 

０．８ 

（森永式） 
８．５ 

＊１：森永式および実測値に基づく√ｔ式による評価結果のうち最大値を記載 
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4.1.4 塩分浸透による強度低下 

（１）評価の概要

評価対象部位の候補として、代表構造物のうち外部遮蔽壁及び海水ポンプ室

が該当する。 

このうち、海水に接触するため供給塩分量が多い海水ポンプ室を評価対象部

位とし、評価点として、H.W.L および L.W.L を考慮したうえで、環境条件が異

なる気中帯、干満帯、海中帯を選定した。 

評価については、以下の手順にて実施した。 

ａ）運転開始後６０年時点における鉄筋腐食減量の算出 

①拡散方程式：点検による塩化物イオン濃度の測定結果をもとに、運転開始

経過年ごとの鉄筋位置における塩化物イオン量を算出 

②森永式 4） ：塩化物イオン量を用いて運転開始経過年数ごとの鉄筋腐食減

量を算出 

ｂ）かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点における鉄筋腐食減量の算出 

森永式   ：鉄筋径およびかぶり厚さを用いて、かぶりコンクリートにひ

び割れが発生する時点における鉄筋腐食減量を算出 

ｃ）運転開始後６０年時点における鉄筋腐食減量の評価 

ａ）ｂ）の鉄筋腐食減量を比較 

（２）評価結果

表 12 に示すとおり、運転開始後６０年経過時点における鉄筋腐食減量は、

かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点の鉄筋腐食減量を下回っている

ことから、健全性評価上問題とはならない。 

表 12 運転開始後６０年経過時点と 

かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点の鉄筋腐食減量の比較 

調査時期 

（運転開始後 

経過年） 

鉄筋位置での

塩化物イオン

濃度および量 

上段（％） 

下段（㎏/㎥） 

鉄筋の腐食減量 

（×１０－４g/㎝２） 

調査時点 

運転開始

後６０年

経過時点 

かぶりコンクリ

ートにひび割れ

が発生する時点 

海水ポンプ室 

（気中帯） 

２０１６年 

（２４年） 

０．００ 

（０．０３） 
２．２ ５．５ ９０．１ 

海水ポンプ室 

（干満帯） 

２０１６年 

（２４年） 

０．００ 

（０．０３） 
６．１ １４．９ ９０．１ 

海水ポンプ室 

（海中帯） 

２０１６年 

（２４年） 

０．００ 

（０．００） 
０．０ ０．０ ９０．１ 
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4.1.5 機械振動による強度低下 

（１）評価の概要

評価対象部位の候補として、代表構造物のうち原子炉周辺建屋（非常用ディ

ーゼル発電機基礎）及びタービン建屋（タービン架台）が該当する。 

このうち、より振動の影響を受けるタービン建屋（タービン架台）を評価対

象部位とし、評価点として、局部的に影響を受ける可能性がある基礎ボルト周

辺のコンクリートを選定した。 

（２）評価結果

６０年間の供用を想定すると、基礎ボルト周辺に機械振動によるひび割れが

発生し強度低下が生じる可能性は否定できないが、機械振動により機器のコン

クリート基礎への定着部の支持力が失われるような場合、機械の異常振動や定

着部周辺コンクリート表面に有害なひび割れが発生するものと考えられるた

め、機械振動による荷重が作用してもコンクリートのひび割れ発生には至らな

いと考えられるものの、目視確認でひび割れの発生が検知可能である。 

さらに、定期的に目視確認を実施しているが、機械振動に起因する有害なひ

び割れなどは発見されていない。 

以上から、機械振動による強度低下に対しては、長期健全性評価上問題とな

らない。 
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4.1.6 コンクリートの強度試験結果 

技術的評価に加え、現状のコンクリート強度の確認として、大飯３号炉のコン

クリート構造物から採取した試料について破壊試験を行った結果を表 13に示す。

なお、外部遮蔽壁については、リバウンドハンマーを用いた非破壊試験により現

状のコンクリート強度の推定を行った。 

各代表構造物の平均圧縮強度（外部遮蔽壁については平均推定圧縮強度）が設

計基準強度を上回っていることを確認した。 

表 13 コンクリートの強度試験結果 

代表構造物 実施時期 
試験 

箇所数 

平均圧縮強度＊２ 

（N/mm2） 

設計基準強度 

（N/mm2） 

外部遮蔽壁 2016 年、2020 年 15 81.3 44.1 

内部コンクリート 2019 年 3 52.3 29.4 

原子炉格納施設基礎 2019 年 3 44.3 29.4 

原子炉補助建屋＊１ 2019 年 3 42.5 29.4 

タービン建屋 2019 年 3 29.5 20.6 

海水ポンプ室 2016 年 9 39.0 23.5 

＊１：設計基準強度が等しいため、原子炉周辺建屋、廃棄物処理建屋および制御建屋をま

とめて原子炉補助建屋として評価 

＊２：外部遮蔽壁については平均推定圧縮強度 
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4.2 コンクリートの遮蔽能力低下 

（１）評価の概要 

評価対象部位として内部コンクリートの１次遮蔽壁、評価点として運転時に最も

高温となる炉心領域部および原子炉容器サポート（ＲＶサポート）直下部を選定

し、評価については、制限値と温度分布解析の結果を比較した。 

 

（２）評価結果 

解析の結果、コンクリートの最高温度は炉心領域部で約 52.0℃であり、中性子遮

蔽の 88℃、ガンマ線遮蔽の 177℃の制限値 6)以下であることから、健全性評価上問

題とはならない。 

 

  



 

- 24 - 

4.3 テンドンの緊張力低下 

4.3.1 プレストレス損失 

（１）評価の概要 

評価対象部位として外部遮蔽壁、原子炉格納施設基礎（テンドン定着部）、

評価点として３０年目供用期間中検査における、緊張力検査の対象テンドンを

選定した。 

評価手順については、３０年目供用期間中検査における緊張力検査結果の測

定値より３０年以降６０年までのプレストレス損失を減じて算定している。 

緊張力予測値は、各テンドンの定着荷重が異なることや緊張力低下の傾向に

ばらつきがあることから、３０年目供用期間中検査におけるテンドンの緊張力

測定値を起点とし算定した値の平均値とした。このため、３０年目供用期間中

検査までの緊張力低下の傾向が反映されている。 

 

 

 

 

図２ 緊張力予測値の算定イメージ 

 

（※）プレストレス損失（30 年以降 60 年まで） 

           ＝プレストレス損失（運転開始後60年経過時点） 

        －プレストレス損失（運転開始後30年経過時点） 

 

  

緊張力予測値 

（運転開始後 60 年 

経過時点） 

緊張力測定値 

（30 年目供用期間中

検査結果） 

プレストレス損失 
（30 年以降 

60 年まで）（※） 
＝ － 



- 25 -

テンドンの緊張力低下の長期的な傾向は、プレストレス損失の増加が時間の

経過とともに緩やかになる（図３）ため、緊張力低下が緩やかになり、最終的

にほぼ一定となる（図４）。運転開始後６０年経過時点のテンドンの緊張力予

測値は、プレストレス損失の各要因の入力値を安全側にすることで保守的に算

定している。 

プレストレス損失は、第１回工事計画認可申請資料（関工発第２１８号 昭

和６２年３月２８日認可）（以下、「工事計画認可申請資料」という）の添付資

料７－２に倣い算定した。 

図３ プレストレス損失の傾向とプレストレス損失の算定イメージ 

図４ テンドンの緊張力低下の傾向と緊張力予測のイメージ 



 

- 26 - 

（２）評価結果 

表 14 に示すとおり、運転開始後６０年経過時点のテンドンの緊張力予測

値は、設計要求値を上回っていることから、健全性評価上問題とはならな

い。 

 

表 14 運転開始後６０年経過時点のテンドンの緊張力と設計要求値の比較 

 

テンドンの緊張力（×MN） 

測定値 予測値 

設計要求値＊1 ３０年目 

供用期間中検査 

運転開始後 

６０年経過時点 

フープ 

テンドン 
６．１６ ６．１３ ５．３６ 

逆Ｕ 

テンドン 
６．４４ ６．４２ ５．６６ 

＊１：大飯発電所３号機第一回工事計画認可申請資料に基づき設定されたテンドン定着部

の緊張力で、テンドン定着部の定着完了後の緊張力から経年による緊張力の損失を

考慮したもの 
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4.4 現状保全 

コンクリートの強度低下については、強度に支障をきたす可能性のあるような有

意な欠陥がないことを目視点検により定期的に確認し、必要に応じて塗装の塗替え

などの補修を実施している。あわせて、強度に急激な経年劣化が生じていないこと

を、非破壊試験による点検において、定期的に確認している。 

コンクリートの遮蔽能力低下については、遮蔽能力に支障をきたす可能性がある

ひび割れなどの有意な欠陥がないことを目視点検により定期的に確認している。 

テンドンの緊張力低下については、緊張力に支障をきたす可能性のあるような急

激な経年劣化がないことを緊張力検査および定着部（定着具、周辺コンクリート

部）の目視点検により定期的に確認している。 

 

4.5 総合評価 

コンクリートの強度低下については、現状において、設計基準強度を上回ってお

り、強度低下が急激に発生する可能性は極めて小さいと考えられる。また、ひび割

れなどについては目視確認で検知可能であり、必要に応じて塗装の塗替えなどの補

修を実施していることから、保全方法は適切であり現状保全を継続することにより

健全性の維持は可能である。 

コンクリートの遮蔽能力低下については、遮蔽能力の低下の可能性はないと考え

る。また、保全方法についても、ひび割れなどについては目視確認で検知可能であ

り適切である。 

テンドンの緊張力低下については、健全性評価結果から判断して、今後、テンド

ンの緊張力低下が急激に進展する可能性は極めて小さいと考えられる。また、定期

的に緊張力検査および定着部（定着具、周辺コンクリート部）の目視点検を実施す

ることで、緊張力低下について検知可能であることから、保全方法は適切であり、

現状の保全方法を継続することにより、健全性の維持は可能である。 

 

4.6 高経年化への対応 

今後も現状の保全方法により健全性を確認していくものとし、現状保全項目に、

高経年化対策の観点から追加すべきものはない。 
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５．代表構造物以外の評価 

グループ内全構造物への展開 

コンクリート構造物および鉄骨構造物の技術評価については、代表構造物につい

て、各経年劣化事象に影響を及ぼす要因ごとに使用条件などを考慮して実施してお

り、グループ内構造物の使用条件は代表構造物の使用条件に包含されているため、技

術評価結果も代表構造物の評価結果に包含された結果となる。 
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６．まとめ 

6.1 審査ガイド適合性 

「２. 基本方針」で示した要求事項について技術評価を行った結果、全ての要求事

項を満足していることを確認した。コンクリート構造物および鉄骨構造物について

の要求事項との対比を表 15 に示す。 

表 15 コンクリート構造物および鉄骨構造物についての要求事項との対比 

ガイド 要求事項 技術評価結果 

実用発電用

原子炉施設

における高

経年化対策

審査ガイド 

３．高経年化技術評価等の審査の視点・着眼点 

（１）高経年化技術評価の審査 

⑫健全性の評価 

実施ガイド３．１⑤に規定する期間の満了日までの期間に

ついて、高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の発生又は

進展に係る健全性を評価していることを審査する。 

「４．代表構造物の技術評

価」に示すとおり、代表構造

物について運転開始後 60 年

時点を想定した健全性評価

を実施した。 

⑬現状保全の評価 

健全性評価結果から現状の保全策の妥当性が評価されて

いることを審査する。 

「４．４ 現状保全」に示すと

おり、健全性評価結果から、

現状の保全策が妥当である

ことを確認した。 

⑭追加保全策の抽出 

現状保全の評価結果から、現状保全に追加する必要のある

新たな保全策が抽出されていることを審査する。 

「４．６ 高経年化への対応」

に示すとおり、現状保全項目

に、高経年化対策の観点から

追加すべき新たな保全策は

なかった。 

（２）長期施設管理方針の審査 

①長期施設管理方針の策定 

すべての追加保全策について長期保守管理方針として策

定されているかを審査する。 

「４．６ 高経年化への対応」

に示すとおり、現状保全項目

に、高経年化対策の観点から

追加すべきものはなく、施設

管理に関する方針として策

定する事項はなかった。 

実用発電用

原子炉施設

における高

経年化対策

実施ガイド 

３．１ 高経年化技術評価の実施及び見直し 

高経年化技術評価の実施及び見直しに当たっては、以下の要

求事項を満たすこと。 

⑤抽出された高経年化対策上着目すべき経年劣化事象につ

いて、以下に規定する期間の満了日までの期間について機器・

構造物の健全性評価を行うとともに、必要に応じ現状の施設管

理に追加すべき保全策（以下、「追加保全策」という。）を抽出

すること。 

ｲ .実用炉規則第 82 条第 1 項の規定に基づく高経年化技術

評価プラントの運転を開始した日から 60 年間（ただし、⑧た

だし書の規定に該当する場合にはプラントの運転を開始した

日から 40 年間とする。） 

「４．６ 高経年化への対応」

に示すとおり、現状保全項目

に、高経年化対策の観点から

追加する新たな保全策はな

かった。 

３．２ 長期施設管理方針の策定及び変更 

長期施設管理方針の策定及び変更に当たっては、以下の要求

事項を満たすこと。 

①高経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保全策（発

電用原子炉の運転を断続的に行うことを前提として抽出され

たもの及び冷温停止状態が維持されることを前提として抽出

されたもの全て。）について、発電用原子炉ごとに、施設管理の

項目及び当該項目ごとの実施時期を規定した長期施設管理方

針を策定すること。 

なお、高経年化技術評価の結果抽出された追加保全策につい

て、発電用原子炉の運転を断続的に行うことを前提とした評価

から抽出されたものと冷温停止状態が維持されることを前提

とした評価から抽出されたものの間で、その対象の経年劣化事

象及び機器・構造物の部位が重複するものについては、双方の

追加保全策を踏まえた保守的な長期施設管理方針を策定する

こと。 

「４．６ 高経年化への対応」

に示すとおり、現状保全項目

に、高経年化対策の観点から

追加すべきものはなく、施設

管理に関する方針として策

定する事項はなかった。 
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6.2 施設管理に関する方針として策定する事項 

コンクリート構造物および鉄骨構造物に関する評価について、施設管理に関する

方針として策定する事項は抽出されなかった。 
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タイトル 

 
原子力発電所 土木設備点検要綱指針、建築設備点検要綱指針における

目視点検の項目、方法および判定基準について 
 

 
説 明 

 

原子力発電所 土木設備点検要綱指針、建築設備点検要綱指針に基づき

定期的に実施する目視点検の項目、方法および判定基準を以下に示す。 

 

 
 
 
添付１ 定期点検標準（土木設備） 

添付２ 建築設備の定期点検内容一覧表（建築設備）（コンクリート構造物

および鉄骨構造物抜粋） 

添付３ 建物設備（部位）と確認内容（建築設備）（コンクリート構造物お

よび鉄骨構造物抜粋） 

添付４ 目視点検によるコンクリート構造物の劣化の評価基準（土木設備・

建築設備共通） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

別紙１ 
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 定期点検標準（土木設備） 
（設備箇所については、他施設にも準用出来る。） 

設 備 箇 所 点 検 事 項 点検頻度 点 検 方 法 備  考 
１．取水設備 

陸上部 

 

 
  
  
  

 
  

 

  

 
 
 

 
  

 
 
  
  

 
 
 

海上部 

 

 
  
  
  
  

 

  

 

 
 
 
 
 
 

水中部 

 

 
  
  
 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

 

  
   

  
  

 
  

 
 

  

 
  
  
  

 

水路部 
（内

部） 

 

 
  
  
  

 

  

 
 

 

４．タンク基礎  

 
 

 

  

 
  

 
 
 
 

１０．防波堤 
 

陸上部 

 

 
  
 

 

 

  

 
 
 
 

 

海上部 

 

 
  
 

  

  

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

添付１（１／２） 
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建築設備の定期点検内容一覧表（建築設備）（コンクリート構造物および鉄骨構造物抜粋）

点検設備（部位）
点検

頻度
点検方法

建 物 構 造

部分

コンクリート躯体

鉄骨造構造体

添付２（１／１）
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タイトル 

 

対象構造物および代表構造物の選定過程について 

 

 

説 明 

 

大飯３号炉におけるコンクリート構造物および鉄骨構造物の技術評価に

ついて、対象構造物および代表構造物の選定過程を以下に示す。 

 

１．対象構造物の選定 

対象構造物は、安全重要度分類審査指針※およびこれを踏まえ具体

的な分類を示した日本電気協会「安全機能を有する電気・機械装置の

重要度分類指針」（JEAG4612-2010）に基づき識別した色塗系統図お

よび原子力保全総合システム（Ｍ３５）等により抽出される機器・構

造物を対象とし、該当する構造物、または該当する機器を支持する構

造物を選定した。 

評価対象となる機器および構造物の抽出フローを添付１に示す。 

 

※：発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針（平成2年8

月30日原子力安全委員会決定） 

 

２．代表構造物の選定 

対象構造物の使用条件（高温部の有無、放射線の有無など）の影響

の大きさに基づき、代表構造物を選定した。 

 

以上 

 

添付１ 評価に追加する設備の抽出フロー 

 

 

  

別紙２ 
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評価対象となる機器および構造物の抽出フロー 

 

 

 

 

添付１ 
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タイトル 耐火能力の考え方および耐火能力が要求されている壁の位置について 

説 明 コンクリート構造物の耐火能力は、コンクリートの断面厚により確保す

る設計としている。耐火能力が要求されている壁の位置については、「大

飯発電所３号機工事計画認可申請書（関原発第１５４号平成２９年８月２

５日認可）」および「大飯発電所３号機工事計画認可申請書（関原発第３

８３号令和２年５月１４日認可）」に示すとおりである（添付１参照）。 

添付１ 火災区域などの位置図 

別紙３ 
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タイトル 土木・建築設備に係わる保全管理の文書体系について 

説 明 土木・建築設備に係わる保全管理の文書体系は以下のとおりである。 

施設管理通達 

原子力発電所土木建築業務要綱 

大飯発電所土木建築業務所則 

大飯発電所土木建築業務所則指針 

原子力発電所建築設備点検要綱指針 

原子 

力発電所土木設備点検要綱指針 

原子力発電所コンクリート構造物 

高経年化に関する点検要綱指針 

以上 

別紙４ 
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タイトル 炉心領域部および原子炉容器サポート直下部の１次遮蔽壁における温度

分布解析の方法などについて 

説 明 炉心領域部および原子炉容器サポート（以下、「ＲＶサポート」という。）

直下部の１次遮蔽壁（コンクリート）における温度分布解析の方法などにつ

いて、以下に示す。 

１．炉心領域部の温度分布解析 

１．１ 温度分布解析の方法 

 炉心領域部の１次遮蔽壁内におけるガンマ発熱による温度分布は、１次

元輸送計算コード ANISN（Ver.3.2）を用いて算出したガンマ線束に、エネ

ルギー吸収係数を乗じて１次遮蔽壁内のガンマ発熱量分布を算出した後、

熱伝導方程式を解いて温度分布を求めている。

（１）解析モデル

炉心、炉内構造物、原子炉容器および１次遮蔽壁（コンクリート）を１次

元円筒形状でモデル化している。具体的な解析モデルは添付１に示す。 

（２）入力条件

ANISN コードは、米国のオークリッジ国立研究所で開発された中性子輸送

方程式を数値的に解くコードであり、入力パラメータは、以下のとおりであ

る。 

※：（出典）REACTOR PHYSICS CONSTANTS, ANL-5800 (1963)

１．２ 解析結果 

 １次遮蔽壁内のガンマ発熱量分布の計算結果を添付１に示す。添付１を

基に、円筒形状に対する熱伝導方程式を解いて温度分布を算出した結果、１

次遮蔽壁内での最高温度は、１次遮蔽壁内面から約 55cm の位置に現れ、約

52.0℃であり、強度上の熱に対するコンクリートの温度制限値（一般部

65℃、局部 90℃）を下回る結果であった。１次遮蔽壁内の温度分布を添付

２に示す。 

①物性値(密度,組成）

②原子炉,1次遮蔽形状

③原子炉熱出力

④核分裂により発生する

中性子スペクトル

ANISNコード 
ガンマ発熱量 

(kcal/(cm3・h)） 
ガンマ線束 

エネルギー吸収係数※

別紙５ 





-5-3- 

 

添付１ 炉心領域部の１次遮蔽壁（コンクリート）におけるガンマ発熱量

分布の計算モデルおよび計算結果 

添付２ 炉心領域部の１次遮蔽壁（コンクリート）の温度分布 

添付３ ＲＶサポート直下部の解析対象範囲および解析モデル 

添付４ 材料物性値（熱伝導率） 

添付５ ＲＶサポート直下部の１次遮蔽壁（コンクリート）の温度分布 

添付６ ＲＶサポート直下部近傍の解析値と実測温度の比較 

 

 

 

  











-5-8-

材料物性値（熱伝導率） 

表１ 各部位の材質と熱伝導率 

部位 材質 
熱伝導率 

（W/(m･K)）※ 

空気 － 

0.02572（20℃） 

0.03145（100℃） 

0.03803（200℃） 

0.04708（350℃） 

ＲＶ 

上部胴、冷却材出口管台 SFVQ1A 51.2（300K） 

46.1（500K） 

36.9（800K） 下部胴 SFVQ1A 

1次冷却材管 ホットレグ SCS14A 24.3（300K） 

ＲＶサポート 

シムプレート
AISI A10相当 

(工具鋼相当) 

45.1（300K） 

39.2（600K） 

29.9（1000K） 

サポートシュー SFVQ1A 

51.2（300K） 

46.1（500K） 

36.9（800K） 

サポートブラケット及び

ベースプレート 
SM50B（SM490B） 51.6（300K） 

47.8（500K） 

38.2（800K） シールドウォール、プレッシャデフレクタ、

外周プレート 
SM50B（SM490B） 

バッフルプレート SS41(SS400) 

51.6（300K） 

47.8（500K） 

38.2（800K） 

コンクリート

普通コンクリート 

（珪岩質骨材コン

クリート）

1.5（293K） 

1.1（600K） 

保温材 

ＲＶ保温材 － 

1次冷却材管保温材 － 

※：（出典）日本機械学会「伝熱工学資料 改訂第5版」（保温材は保温材スペック） 

熱伝導率は記載の値（記載の値は一例）を定義し、その間の温度では解析コード内で

線形補完した値を設定している 

添付４ 
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ＲＶサポート直下部近傍の解析値と実測温度の比較 

 

 

表２ 解析値と実測温度の比較 

解析値※ 実測値 備考 

約48℃ 約31～42℃ 
実測値の測定は、2019年8月13日、2019

年12月18日、2020年4月19日 

    ※：解析値は、実測温度の測定箇所における値 

  

 

添付６ 
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タイトル 放射線照射量の算出方法などについて 

説 明 １次遮蔽の放射線照射量は、１次遮蔽における中性子束（E>0.11MeV）

およびガンマ線量率を2次元輸送計算コードDORTにより算出し、運転時間

を掛けることで中性子、ガンマ線照射量を求めている。 

DORTコードは、米国のオークリッジ国立研究所で開発された中性子輸送

方程式を数値的に解くコードであり、入力パラメータは以下のとおりであ

る。 

１次遮蔽内の中性子束およびガンマ線量率は、炉心の水平断面形状（R,

θ計算）を用いて、1次遮蔽の照射量が最大となる高さ位置の中性子束お

よびガンマ線量率を各々算出する。 

また、中性子束およびガンマ線量率の軸方向分布(φ(z))は、水平断面

形状（R,θ計算）で算出した中性子束およびガンマ線量率の最大値（φ

max）を垂直断面形状（R,Z計算）より算出した軸方向の補正係数（fz）を

用いて補正することで算出する。 

φ(z)＝φmax×fz 

φ(z)：中性子束およびガンマ線量率の軸方向分布 

φmax：中性子束およびガンマ線量率の最大値 

fz   ：軸方向の補正係数 

１次遮蔽内の水平断面形状（R,θ計算）の評価では、図１に示すような

形状を入力して、1次遮蔽の最大高さ位置の中性子束およびガンマ線量率

を算出している。 

①物性値（密度,組成）

②原子炉,1次遮蔽形状

③原子炉出力分布

④核分裂により発生す

る中性子スペクトル

DORTコード 
中性子束（n/cm2/s） 

ガンマ線量率（rad/h） 

別紙６ 
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図１ 計算モデル図[(R,θ)形状] 

 

また、１次遮蔽内の垂直断面形状（R,Z計算）の評価では、図２に示す

ような形状を入力して、軸方向の補正係数（fz）を算出している。 

 

図２ 計算モデル図[(R, Z)形状] 
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以上により算出した１次遮蔽内の中性子束およびガンマ線量率に対し、

運転開始後60年時点における定格負荷運転年数（48.6 EFPY＊）を乗じ、１

次遮蔽壁コンクリートがうける照射量を算出した結果を表１に示す。 

 

表１ １次遮蔽壁コンクリート内面がうける照射量の最大値 

項 目 解析結果 備 考 

中性子照射量 1.83×1019（n/cm2） E>0.11MeV 

ガンマ線照射量 1.14×1010（Rad）  

 

 

運転開始後60年時点における定格負荷運転年数については、2016年12月

末までは運転実績(17.2 EFPY、設備利用率67.5％)を用い、2016年12月以

降は設備利用率を90％と仮定して計算している。将来の運転年数は、過去

の設備利用率を踏まえて保守的に設定しており、実際の照射量は解析で算

出した照射量よりも小さくなると判断している。 

なお、解析に用いた中性子スペクトルのエネルギー範囲は設定上

0.11MeVを超える範囲で代表しているが、中性子照射がコンクリート強度

へ及ぼす知見を示したNRA技術報告（小嶋ほか、NTEC-2019-1001「中性子

照射がコンクリートの強度及ぼす影響」(2019)）では、0.1MeVを超える範

囲の中性子照射量に基づき評価されており、エネルギー範囲に僅かな差異

がある。しかし、大飯３号機において中性子照射がコンクリート強度に及

ぼす影響を評価する際の評価条件および評価結果には、十分な余裕を有し

ていることから、エネルギー範囲の差異による影響は軽微なものと考えて

いる。評価条件の余裕としては、添付－１に示すとおり、運転開始後60年

時点における定格負荷運転年数の設定に余裕を持たせていることや、別紙

７に示す耐力評価において、中性子照射量が1019n/cm2を超える範囲につい

ては耐力がないものとして扱っていることなどが挙げられる。 

 

＊運転開始後 60 年時点における定格負荷運転年数の予測値 

以上 

 

添付―１ 中性子スペクトルのエネルギー範囲の差による影響について 
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中性子スペクトルのエネルギー範囲の差による影響について 

 

 

コンクリート構造物の健全性評価における中性子スペクトルのエネルギー範囲につい

て、E＞0.11MeVで評価した場合と＞0.1MeVで評価した場合の差を確認し、影響が軽微であ

ることを確認するため、評価条件の余裕の１つである運転開始後60年時点の定格負荷運転

年数（EFPY）を設定する際の余裕との比較を行った。 

 

 

（１） 影響確認の考え方 

評価書で用いた中性子照射量は以下の式で算出され、中性子束と評価時間それぞれに対

して実際の値と評価に用いた値に差が存在する。 

 

 中性子照射量(n/cm2)＝中性子束(n/cm2/s)×評価時間(EFPY) 

 

中性子束に対しては、大飯3号機の評価に採用したE＞0.11MeVに対して、E＞0.1MeVを適

用した場合は、増加することが想定される。一方、評価時間に対しては、運転開始後60年

時点での運転時間余裕(評価に用いたEFPYと現実的なEFPYの差)が存在する。 

そこで、中性子束に対するエネルギーの差と評価時間の余裕を比較した。 

 

（２） 1 次遮蔽壁における中性子束 

 1次遮蔽壁における中性子束は、実績のある2次元輸送計算コード（DORTコード）にて解

析を行った。DORTコードでは、中性子エネルギーを21群に分けて取り扱い、エネルギーの

大きい方から数えて12群目の下限エネルギーが0.11MeVであることから、大飯3号機の評価

では第1～12群の合計の中性子束で代表している。 

E＞0.1MeVとE＞0.11 MeVの差は中性子エネルギーの第13群(約0.041～0.11 MeV)の範囲

に含まれる。各群の中性子束のスペクトルが平坦に分布すると仮定し、保守的に単位エネ

ルギーバンド当たりの中性子束が高い第13群の中性子束の値を用いて評価した。計算手法

のイメージを図１に示す。評価の結果、E＞0.1 MeVとして評価した場合の中性子束は、E

＞0.11 MeVとして評価した場合と比較して約4.2％の増加であることを確認した。 

 
図1 単位エネルギーバンド当たりの中性子束とエネルギーの関係 

 

添付１ 
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中性子束増加量の割合： 
଴.ଵଵଵ଴ଽି଴.ଵ

଴.ଵଵଵ଴ଽି଴.଴ସ଴଼଺଼
ൈ

ଷ.ଵହ଴ൈଵ଴వ

ଵ.ଵଽ଻ൈଵ଴భబ
ൌ 0.0416 ≒ 4.2%(切上げ) 

 

[計算に使用する値] 

  12群目の下限エネルギー値（MeV）：0.11109 

  13群目の上限エネルギー値（MeV）：0.11109 

  13群目の下限エネルギー値（MeV）：0.040868 

  13群目の中性子束(n/cm2/s)      :3.150×109 

    1～12群目の中性子束の合計 (n/cm2/s)：1.197×1010 

 

（３） 評価時間の余裕 

 60年経過時点における大飯3号機の定格負荷運転年数には48.6 EFPYを想定しているが、

この値は十分に保守的な評価となるよう、2016年12月末以降の稼働率を90%に設定した結

果である。一方、東日本大震災の影響を受ける前の2010年末までの実績稼働率は81.5%で

あり、この値を用い震災に伴う長期停止後の再稼働にあたる2018年3月以降のEFPYを評価

すると、以下計算の通り8.7%の余裕が確認された。 

 

EFPYが持つ余裕：
ସ଼.଺ିସସ.଻

ସସ.଻
ൌ 0.0872 ≒ 8.7%ሺ切捨てሻ 

 

[計算に使用する値]：運転開始後60年時点の想定EFPY 

現行の評価：2016年12月末以降90%を想定  ：48.6  

    実績稼働率を踏まえた評価：2018年3月16日以降 

81.5%(震災前の実績)を想定 : 44.7  

 

（４） まとめ 

大飯3号炉の評価で用いたE＞0.11MeVと原子力規制庁技術報告で用いられたE＞0.1MeVに

おけるエネルギー範囲の差異による中性子束の増加割合は、評価時間（EFPY）を設定する

際の余裕よりも小さいことが確認できた。 

また、別紙７に示す耐力評価では、１次遮蔽壁において、放射線照射によりコンクリー

ト強度が低下する範囲を、高さ方向の中性子束分布を考慮せずに１次遮蔽壁コンクリート

の上段から下端まで一律に設定するとともに、当該部位は耐力がないものとして欠損させ

た状態を仮定しているが、保守的な仮定を置いたとしても欠損範囲がごく僅かであり、耐

震裕度に及ぼす影響もごく僅かであることを確認している。 

以上から、中性子スペクトルのエネルギー範囲の差異による影響は軽微であると考えら

れる。 

 

以 上 
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タイトル 中性子照射量に対する耐力評価について 

説 明 以下のとおり、中性子照射量に対する耐力評価を行った。 

１．中性子照射量が 1×1019n/cm2を超える範囲を添付－1に示す。 

中性子照射量が、1×1019n/cm2 を超える範囲は炉心中心部で最も大きく

なり、深さ方向に最大約 4cm である。 

２．原子炉容器の鉛直方向荷重は、シムプレート、サポートシューおよびサ

ポートリブを、接線方向荷重は、上記に加えてベースプレート、外周プ

レートおよび埋込補強材（スタッド）を経て 1次遮蔽壁に伝わるが、添

付－2に示すとおり、荷重の耐力は既工認の評価にて実施している。

中性子線照射の影響を考慮した鉛直方向荷重および接線方向荷重に

対する耐力評価を説明する。 

(1)鉛直方向荷重に対する評価

中性子照射量が 1×1019n/cm2 を超える範囲は炉心中心部で最も大き

くなり、炉心中心部の 1×1019n/cm2を超える範囲を荷重負担部の 1次遮

蔽コンクリート上端から下部まで欠損させた状態を保守的に想定す

る。(添付－3） 

評価用荷重として基準地震動 Ss を用いた耐力評価を行った結果、以

下のとおり圧縮耐力は地震時の荷重を十分上回っていることを確認し

た。 

原子炉容器支持構造物コンクリート 鉛直方向荷重による圧縮評価 

欠損想定 荷重（kN） 耐力（kN） 耐震裕度 

欠損無 2.14 

欠損有 ※ 2.14 

※:欠損面積が僅かであるため、端数処理により欠損無の耐力と同値となる。 

(2)接線方向荷重に対する評価

接線方向荷重によるベースプレートの浮き上がり防止のために基礎

ボルトが設置されており、基礎ボルトによるコンクリートのコーン状

破壊面の有効投影面積から中性子照射量が 1×1019n/cm2 を超える範囲

を欠損させた状態を想定して耐力評価を行った。欠損範囲については 1

次遮蔽壁の炉心側表面から 1×1019n/cm2を超える範囲とし、1次遮蔽壁

上端から下端までを欠損させた状態を保守的に想定する。（添付－4） 

評価用荷重として基準地震動 Ss を用いた耐力評価を行った結果、以

下のとおり引張耐力は地震時の荷重を十分上回っていることを確認し

た。 

原子炉容器支持構造物コンクリート 接線方向荷重による引張評価 

欠損想定 荷重（kN） 耐力（kN） 耐震裕度 

欠損無 1.23 

欠損有 ※ 1.23 

※:欠損面積が僅かであるため、端数処理により欠損無の耐力と同値となる。 

別紙７ 
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３．中性子線照射量が1×1019n/cm2を超える範囲は、炉心中心部の1次遮蔽

壁コンクリート断面において  m2であり、1次遮蔽壁コンクリート

断面積全体(約  m2）の約  %である。 

 

 

４．地震時の構造体の耐力と設計荷重との関係を示す指標の一つとして、基

準地震動による地震力を負担する断面に対するせん断ひずみによる評

価がある。現状の基準地震動に対する最大せん断ひずみと基準値は以

下に示す通りであり、基準値に対して余裕があることが確認できる。

３．で示す中性子照射量が 1×1019n/cm2を超える範囲を考慮しても健全

性に影響を及ぼすものではないと判断できる（添付－５）。 

内部コンクリート（1次遮蔽壁含む）における 

基準地震動に対する最大せん断ひずみ 
基準値※1 

約1.44×10-3 ※2 2.0×10-3 

※１：(社）日本電気協会 原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG 4601-1987） 

※２：大飯発電所第３号機 工事計画認可申請書 資料１３－１６－４ 

内部コンクリートの耐震計算書（H29.8.25認可） 

 

以上を踏まえ、保守的に内部コンクリート（１次遮蔽壁）からこの範囲

を除いても、構造体の耐力が地震時の鉛直荷重などの設計荷重を上回るこ

と、地震時のせん断ひずみへの影響が極めて軽微であることを確認してい

ることから、内部コンクリート（１次遮蔽壁）の強度への影響はないと考

えられる。 

 

添付－１  中性子線照射量が1×1019n/cm2を超える範囲 

添付－２ 原子炉本体の基礎に関する説明書（工事計画認可申請書 

H28.10.6申請分） 

添付－３ 中性子照射量が1×1019n/cm2を超える範囲と原子炉容器支持構造

物の支圧面との比較 

添付－４ コーン状破壊面の有効投影面積と接線方向荷重による引張評価

においてコンクリートの欠損を想定する範囲との比較 

添付－５ 中性子照射量が1×1019n/cm2を超える範囲を考慮した基準地震動

に対する最大せん断ひずみの確認 
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資料１５ 原子炉本体の基礎に関する説明書 

添付２（１／３） 
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タイトル 

 

中性化の評価対象および評価点の選定過程について 

 

 

説 明 

中性化の評価対象および評価点の選定過程を以下に示す。 

 

１．環境測定 

中性化の進展度合いは、空気環境条件（二酸化炭素濃度、温度、相対

湿度）の影響を受けることから、２０１０年から２０１１年に空気環境

測定を実施した。 

 

１－１．測定方法 

環境測定に使用した機器を添付１「環境測定 使用機器」に示す。

温度、相対湿度の測定は、２０１０年８月３日から２０１１年６月２

日の期間で実施し、それぞれ夏季・冬季を中心とした代表期間におい

て１時間間隔で連続測定を行った。二酸化炭素濃度の測定は、温湿度

と同期間を対象とし、各日当たり３回測定を行った。 

 

１－２．測定位置 

二酸化炭素濃度、温度、相対湿度とも、建屋内外で計４０箇所にて

測定を実施した。測定位置図を添付２「環境測定 測定位置図」に示

す。 

 

２．評価対象の選定過程 

中性化の評価対象は、上記の環境測定の結果などに基づく中性化に及

ぼす影響度の大きさおよび空気環境の影響を遮断する仕上げの状況を踏

まえ、以下のとおり選定した。 

 

２－１．仕上げ状況 

対象構造物のうち、仕上げが無い箇所がある構造物を選定し、設置

環境が屋内の構造物と屋外の構造物に分類する。屋外の構造物につい

ては、対象となる構造物が海水ポンプ室のみであることから、海水ポ

ンプ室を評価対象として選定し、屋内については次項の中性化に及ぼ

す影響度の大きさを踏まえて選定した。 

 

２－２．中性化に及ぼす影響度の大きさ 

仕上げが無い箇所がある対象構造物のうち、設置環境が屋内の構造

物から、環境測定の測定結果などに基づく中性化に及ぼす影響度が最

も大きくなった原子炉周辺建屋、廃棄物処理建屋の内壁を選定した。

なお、中性化に及ぼす影響度については、各環境条件（二酸化炭素濃

度、温度、相対湿度）が入力値となる森永式を引用し、環境条件によ

る係数によって算出した。影響度の算出結果のうち代表構造物毎の影

響度の最大値を添付３「環境条件による影響度」に示す。 

 

 

 

 

別紙８ 
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３．評価点の選定過程 

屋内の構造物の評価点は、原子炉周辺建屋、廃棄物処理建屋のうち塗

装等のコンクリート表面仕上げが無い通路壁面を選定した。 

屋外の構造物の評価点は、海水ポンプ室のうち海水によりコンクリー

ト表面が湿潤とならず、空気環境の影響を受ける海水ポンプ室の気中帯

を選定した。

添付１ 環境測定 使用機器 

添付２ 環境測定 測定位置図 

添付３ 環境条件による影響度 
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環境測定 使用機器 

測定場所 測定項目 使用機器 

構内各所 

温度 
温湿度計 

相対湿度 

二酸化炭素濃度 二酸化炭素検知管 

添付１ 
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環境条件による影響度 

代表構造物 
温度 相対湿度 CO2濃度 

環境条件による 

影響度 

[℃] [％] [ppm] [－] 

外部遮蔽壁 28.1 36.7 393 0.275 

内部コンクリート 30.0 37.5 351 0.265 

原子炉格納施設基礎 26.1 55.7 496 0.227 

原子炉周辺建屋 26.9 31.0 425 0.300 

廃棄物処理建屋 31.8 28.8 411 0.325 

制御建屋 26.3 41.2 377 0.247 

タービン建屋 28.6 39.0 480 0.297 

［注］ 

・測定期間（※）：２０１０年８月～２０１１年６月（夏季・冬季の代表期間）

・対象構造物毎に影響度が最も大きくなったものを示す

・森永式における環境条件による係数（下記赤部）から算出

・環境条件による影響度の算出に用いている環境データは、夏季・冬季代表期間の

実測値などに基づく。

（※）環境条件による影響度は運転開始以降３０年間の影響として算出するもので

あり、温度、相対湿度及びCO2濃度は運転開始以降３０年間の代表的な値であ

ることが望ましい。 

上記測定期間の測定結果は、下記の理由により代表的な値であると判断して

いる。 

・温度、相対湿度：外気の平均気温が平年並みである。

・CO2濃度：年によって大きく変動するものではない。

なお、下に例を示すように、一般的にプラント運転期間中は停止期間中より

も温度が高く、環境条件による影響度は、温度が高いほうが影響度を大きく

算出することとなる。上記測定期間はプラント運転期間中であるため、その

測定結果を用いることは保守側の評価となる。 

（例）大飯３号炉 格納容器内平均温度 

2017年9月（プラント停止期間中） 約29℃ 

2019年9月（プラント運転期間中） 約36℃ 

ݔ ൌ ܥ√ ∙ ሺ1.391െ 0.017 ∙ ܪܴ ൅ 0.022ܶሻ ∙
1

√5
∙ 2.44 ∙ ܴ ∙ ሺ4.6 ∙ 100െ/ܿ/ݓ 1.76ሻ ∙ ݐ√

添付３ 
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タイトル 中性化深さの推定値の算定過程および結果について 

説 明 調査時点および運転開始後６０年経過時点の中性化深さの推定値の算定

過程（推定式、条件、パラメータ）および結果を以下に示す。 

１．推定式、条件、パラメータ 

以下の中性化深さを推定する速度式を用いて評価を実施した。推定

式の詳細、条件およびパラメータは、添付１「中性化深さの推定値の

算定過程および結果」に示すとおり。 

・森永式

・中性化深さの実測値に基づく√t式

なお、中性化深さを推定する速度式としては上記の他に、岸谷式

（日本建築学会「高耐久性鉄筋コンクリート造設計施工指針（案）・

同解説」(1991））があるが、大飯３号炉ではコンクリートの材料

（混和材）としてフライアッシュを使用していることから、適用性を

考慮し、環境条件の影響を適切に考慮できる森永式および実測値に基

づく√t式を用いている。 

２．結果 

運転開始後６０年経過時点の中性化深さの推定値が、鉄筋が腐食し

始めるときの中性化深さを下回っていることを確認した。 

中性化深さを評価した結果は、以下に示す。 

なお、実測値は測定データの平均値である。 

調査時点の中性化深さ ３号炉運転開始後 

６０年経過時点＊

１の中性化深さ 

（cm）（推定式） 

鉄筋が腐食 

し始める時の 

中性化深さ 

（cm） 

経過 

年数 

実測値 

（cm） 

推定値 

（cm） 

（推定式） 

原子炉周辺 

建屋 

（屋内面） 

２８年 ０．１ 
１．８

（森永式） 

２．６ 

（森永式） 
７．０ 

廃棄物処理 

建屋 

（屋内面） 

２８年 ０．１ 
１．９ 

（森永式） 

２．８ 

（森永式） 
７．０ 

海水ポンプ室 

（気中帯） 
２４年 ０．５ 

０．５ 

（森永式） 

０．８ 

（森永式） 
８．５ 

＊１：森永式および実測値に基づく√ｔ式による評価結果のうち最大

値を記載 

添付１ 中性化深さの測定値の元となる実測値データ 

添付２ 中性化深さの推定値の算定過程および結果 

別紙９ 
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中性化深さの測定値の元となる実測値データ 

中性化深さの実測値は測定点近傍の３箇所の測定値を平均して算出している。 

測定値１ 

（cm） 

測定値２ 

（cm） 

測定値３ 

（cm） 

実測値 

（平均値） 

（cm） 

原子炉周辺 

建屋 

（屋内面） 

０．１ ０．１ ０．１ ０．１ 

廃棄物処理 

建屋 

（屋内面） 

０．１ ０．１ ０．１ ０．１ 

海水ポンプ室 

（気中帯） 
０．５ ０．４ ０．５ ０．５ 

添付１（１／１） 
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タイトル 塩分浸透の評価対象および評価点の選定過程について 

説 明 塩分浸透の代表構造物の海水ポンプ室について，高経年化技術評価審

査マニュアル（JNES-RE-2013-9012）に基づき，環境条件が異なる気中

帯，干満帯および海中帯をそれぞれ評価点として選定した。 

なお、最高潮位および最低潮位は、大飯発電所内において、2010年1

月から2016年7月の期間で観測を実施したデータにより設定している。

観測を実施したデータについては、大飯発電所のＯＰＭＳ（運転状態管

理システム）において記録している値である。 

それぞれの評価点については、以下に示すとおりであり、2010年1月

～2016年7月の期間の潮位変化を添付－１に示す。 

気中帯：最高潮位 T.P.+0.86mを超える位置 

干満帯：最高潮位 T.P.+0.86m以下，最低潮位 T.P.-0.40m以上の位置 

海中帯：最低潮位 T.P.-0.40m未満の位置 

添付―１ 2010年1月～2016年7月までの潮位変化 

以上 

別紙１０ 
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添付１（１／２） 
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添付１（２／２） 
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０
１
３
年
１
月
 
～
 
２
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１
６
年
７
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ま
で
の
潮
位
変
化
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タイトル 塩化物イオン濃度の測定位置、測定方法、測定結果について 

説 明 塩化物イオン濃度の測定位置、測定方法、測定結果を以下に示す。 

１．測定位置 

添付－１「塩化物イオン濃度の測定位置図」に示すとおり。なお、海

水の飛沫に関する整理を添付－２「海水の飛沫環境を対象とした場合の

塩化物イオンの浸透（塩分浸透）の整理」に示す。 

２．測定方法 

JIS A 1154「硬化コンクリート中に含まれる塩化物イオン濃度の試験

方法」による。 

３．測定結果 

添付－３「塩化物イオン濃度および量の測定結果」に示すとおり。 

添付－１ 塩化物イオン濃度の測定位置図 

添付－２ 海水の飛沫環境を対象とした場合の塩化物イオンの浸透（塩

分浸透）の整理 

添付－３ 塩化物イオン濃度および量の測定結果 

別紙１１ 
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表１１－１および図１１－１に示すとおり、「気中帯」である頂版は最高潮位

(T.P.+0.86m)から 1.64m 高い位置ではあるが、外気環境であるため潮風による飛沫塩

分を受けてコンクリート表面が乾湿を繰り返している環境である。 

また、「干満帯」については、1月～6月の潮位傾向が 7月～12 月の潮位傾向よりも

各年で同様に低い傾向であることから、1月～6月はコンクリート表面が海水面より上

に長時間現れていることが多い状況であり、海水の飛沫を受けてコンクリート表面が

乾湿を繰り返している環境である。なお、海面は海水ポンプ室内の天井(T.P.+1.00m)の

近傍に達することから、波浪の跳ね返りによって海水の飛沫を多く受けている環境で

あると考える。 

 一方、7月～12 月の潮位傾向は、1月～6月の潮位傾向よりも各年で同様に高く、潮

の干満影響を常に受けている時期であり、コンクリート表面は海水によりほぼ飽和状

態にあると考えられるため、海水の飛沫の影響を受けて乾湿を繰り返している環境と

は言い難い。 

以上から、「干満帯」については、一時的に海水の飛沫を受ける環境にあると考える。 

②海水の飛沫環境を対象とした場合の塩化物イオンの浸透（塩分浸透）について

 表１１－２に、「気中帯」および「干満帯」の海水の飛沫環境における塩化物イオン

の浸透（塩分浸透）の状況を示す。 

なお、塩化物イオンの浸透は、コンクリートの乾湿の繰り返しによる水の移動（移流）

が関係すること、および特に海洋環境では、乾湿の繰り返しの影響が大きい飛沫帯のよ

うに、常に海水に接してはいないが乾湿が繰り返し起きるとコンクリート表層部分に

塩化物イオンが浸透しやすいと、コンクリート診断技術（公益社団法人 日本コンクリ

ート工学会）に示されている。 

表１１－２ 「気中帯」および「干満帯」の塩化物イオンの浸透（塩分浸透）の状況 

海水の飛沫を受けるエリア 

気中帯 干満帯 

海水の飛

沫環境 

潮風のみによる飛沫塩分を受

ける環境。 

1 月～6月の潮位が低い傾向にあることから、コンクリート表面が

海面より上に長時間現れていることが多い状況であり、波浪が海水

ポンプ室内で跳ね返ることにより、海水の飛沫を多く受ける環境。

（一時的に海水の飛沫を受ける環境） 

塩化物イ

オンの浸

透（塩分

浸透）の

状況 

塩化物イオン量は、海水の飛

沫の影響に左右されるが、飛沫

した海水の他に雨水によるコン

クリート表面の乾湿繰り返しに

よって、コンクリートの水分が

移動(移流)して塩化物イオンが

浸透する。 

塩化物イオン量は、気中帯と同様に海水の飛沫の影響により左右

されるが、左記の気中帯と比べて海水の飛沫量は多い環境である。 

また、海水の飛沫による乾湿の繰り返しによって、コンクリート

の水分が移動(移流)して塩化物イオンが浸透する。 

一方、海中帯は常時海水に浸かっている環境であり、塩化物イオ

ン量は多いが乾湿の繰返しはされない環境である。

このことから、一時的に飛沫を受ける環境である干満帯は、気中

帯および海中帯より多く塩化物イオンがコンクリート表層に浸透し

易い環境である。 

 以上の考察により、別紙１２で示す「塩分浸透における鉄筋の腐食減量の算定」にお

いては、「干満帯」の環境を考慮して鉄筋の腐食減量の推定値を算定する。 

添付２（２／２） 
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塩化物イオン濃度および量の測定結果※ 

※塩化物イオン濃度の測定結果のグラフ表示については、別紙１２のうち添付２「拡散方

程式の回帰分析と鉄筋腐食減量の算定について」に示す。 

添付３ 
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タイトル 塩分浸透における鉄筋の腐食減量の算定過程および結果について 

説 明 鉄筋の腐食減量の算定過程（方法、条件、パラメータ）および結果を以

下に示す。 

１．方法 

（１）拡散方程式により、コンクリート表面からの塩化物イオンの浸

透を予測

（２）上記塩化物イオンの浸透予測をもとに、森永式から、鉄筋腐食

減量の経年値とコンクリートひび割れ時点の鉄筋腐食減量を算

定し、両者を比較

２．条件およびパラメータ 

評価対象（気中帯、干満帯、海中帯）の条件およびパラメータをそれ

ぞれ、添付１「塩分浸透による鉄筋の腐食減量の推定値算定の過程およ

び結果」および添付２「拡散方程式の回帰分析と鉄筋腐食減量の算定に

ついて」に示す。 

 なお、干満帯は、潮が干満を繰り返す領域ではあるが、潮位の傾向が

低い時期ではコンクリート表面は海面より上に長時間現れていることが

多い状況であり、海水の飛沫を受けてコンクリート表面が乾湿を繰り返

している環境である。 

このことから、添付１における干満帯の推定値算出に必要なパラメー

タのうち酸素濃度については、コンクリート表面の乾湿の繰り返しの程

度を考慮して気中帯と同様の外気環境に曝される状態であると想定して

設定をした。

（詳細は、別紙１１添付２「海水の飛沫環境を対象とした場合の塩化物

イオンの浸透（塩分浸透）の整理」参照）

別紙１２
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３．結果 

運転開始６０年時点の鉄筋腐食減量が、かぶりコンクリートにひび割

れが発生する時点の鉄筋腐食減量を下回っていることを確認した。 

鉄筋の腐食減量の算定結果は、以下に示す。 

なお、「調査時点、運転開始後６０年経過時点および、ひび割れが発

生する時点の前後５年の鉄筋の腐食減量」については、添付２に示す。 

表12-1 評価結果 

対象の部位 

鉄筋の腐食減量 

（×10-4g/cm2） 

調査時点 

24年経過時点 

運転開始後 

60年経過時点 

かぶりコンクリー

トにひび割れが発

生する時点※1

海水ポンプ室 

（気中帯） 
２．２ ５．５ ９０．１ 

海水ポンプ室 

（干満帯）※2 
６．１ １４．９ ９０．１ 

海水ポンプ室 

（海中帯） 
０．０ ０．０ ９０．１ 

※1かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点の鉄筋腐食減量推

定値（QCR） 
※2別紙１１のうち添付２の考察により、気中帯と同様の酸素濃度とし

推定値を算定。

添付１ 塩分浸透による鉄筋の腐食減量の推定値算定の過程および結果 

添付２ 拡散方程式の回帰分析と鉄筋腐食減量の算定について 
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鉄筋の腐食減量の算定に用いる諸元とその結果を表12-2に示す。 

表12-2 算定に用いる諸元と評価結果 

気中帯 干満帯 海中帯

85.5 85.5 85.5

％ 0.00 0.00 0.00

kg/m3 0.03 0.03 0.00

％ 0.896 0.020 0.091

kg/m3 21.5 0.46 2.17

6.9 36.6 5.1 拡散方程式の回帰分析により算出

％ 0.00～0.00 0.00～0.00 0.00～0.00

kg/m3 0.00～0.07 0.00～0.09 0.00～0.00

85.5 85.5 85.5

29 29 29

163 163 163

49.5 49.5 49.5

16.0 18.3 18.3
気中帯：発電所構内の温度の観測値（2006年8月～2016年7月の10ヵ年平均）

干満帯・海中帯：発電所構内の海水温度の観測値（2006年8月～2016年7月の10ヵ年平均）

76.3 100 100
気中帯：発電所構内の湿度の観測値（2006年8月～2016年7月の10ヵ年平均）

干満帯・海中帯：海水の接触により100%とする

21 21 0.6
気中帯：理科年表

干満帯：別紙１１のうち添付２の考察により、気中帯と同様のパラメータとした。

海中帯：森永氏の鉄筋腐食に関する研究論文引用

0.00～0.07 0.00～0.09 0.00～0.00 運転開始から60年経過時点までの各年の推定値

2.2 6.1 0.0

5.5 14.9 0.0

90.1 90.1 90.1

：(1)の予測結果

：(2)森永式により、鉄筋の腐食減量の評価を実施するのに必要なパラメータ

：(2)の推定結果

拡散方程式
C： 鉄筋位置における塩化物イオン濃度（％）

C 0： コンクリート表面の塩化物イオン濃度（％）

erf： 誤差関数

x： かぶり厚さ(mm)

D： コンクリート中の塩化物イオンの見かけの拡散係数(mm2/年）

t： 材齢（年）

森永式

q： 鉄筋の腐食速度(×10-4g/cm2/年）

q1： 塩分環境下での腐食速度(×10-4g/cm2/年）

q2： 寿命予測対象部位で、塩分環境下での腐食速度(×10-4g/cm2/年）
q2'：

Q CR：

d： 鉄筋径(mm)

c： かぶり厚さ(mm）

N： 練り混ぜ水に対する塩分濃度(%)

W/C： 水セメント比(比）

T： 温度（℃）

H： 湿度に関する項　　H=(RH-45)/100

RH： 相対湿度（%）

O： 酸素濃度（比）

かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点の腐食減量

（×10-4g/cm2）

海水ポンプ室

備考

：(1)拡散方程式により、
コンクリート表面からの塩化物イオンの浸透を予測するの必要なパラメータ

寿命予想対象部位で、
標準環境下（温度15℃、湿度69%、酸素濃度20%）での腐食速度

(×10-4g/cm2/年）

C：鉄筋位置における塩化物イオン濃度および量
気中帯：塩分浸透の点検結果

干満帯：塩分浸透の点検結果

海中帯：塩分浸透の点検結果

x：かぶり厚さ（ｍm）

Co：コンクリート表面の塩化物イオン濃度および量 拡散方程式の回帰分析により算出

D：コンクリート中の塩化物イオンの見かけ上の

　拡散係数（mm2／年）

Cl：鉄筋位置における塩化物イオン濃度および量
　（推定値）

運転開始から60年経過時点までの各年の推定値

x：かぶり厚さ（ｍm）

N：練り混ぜ水の塩分濃度（％）

q：調査時点(24年経過)の鉄筋の腐食減量

   （×10-4g/cm2)

q：運転開始後60年経過時点の鉄筋の

 腐食減量（×10-4g/cm2)

QCR：かぶりコンクリートにひび割れが発生する

　　時点の鉄筋の腐食減量 推定値（×10-4g/cm2)

d：鉄筋径（ｍm）

W：単位水量（kg/m3）

W/C：水セメント比（比）

T：温度（℃）

RH：相対湿度（％）

O：酸素濃度（比）



















tD

x
erfCC

・・
・

2
10

  dtexerf
tx

2

0

2





    
 

22

21 95.6797.4460.751.0 C
WNC

WN
c

d
q


2

2
1

q

qqq ・

TOTHNOHTq 51.014.099.087.2289.605.059.22 

ONHNHOTN 32.736.381.6001.0 

Nq 4304.156528.02 

QCR ＝ 0.602（1＋2c/d）0.85×d

塩分浸透による鉄筋の腐食減量の推定値算定の過程および結果 

添付１ 
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拡散方程式の回帰分析と鉄筋腐食減量の算定について 

鉄筋の腐食減量を評価するには、まず、塩化物イオン濃度（コア測定）の回帰分析から

拡散方程式（コンクリート中の塩化物イオンの見かけの拡散係数（Ｄ）およびコンクリー

ト表面の塩化物イオン濃度（Ｃｏ））を求め、それを森永式に展開することから評価され

る。ここでは、拡散方程式の回帰分析（最小二乗法）と、それを踏まえた鉄筋の腐食減量

について示す。

（１） 拡散方程式の回帰分析

塩化物イオン濃度は、気中帯、干満帯および海中帯のそれぞれに対して、３箇所

（No.1、No.2、No.3）のコア採取により測定している。測定位置及び測定結果は、「別

紙11添付１ 塩化物イオン濃度の測定位置図」および「別紙11添付3 塩化物イオン濃

度および量の測定結果」に示す。 

 拡散方程式（Ｄ、Ｃｏ）は、気中帯、干満帯および海中帯のそれぞれに対して、測定

された塩化物イオン濃度を回帰分析することで評価する。評価はコア（No.1、No.2、

No.3）の平均値を用いる場合と、コア（No.1、No.2、No.3）の単独値を用いる場合の双

方について実施した。 

なお、回帰分析に当たっては、中性化の影響の可能性※を考慮し、コンクリート表面

に近い領域（0～20mm）の測定値について、その有無の影響を検討し、影響の大きな方

を採用した。最も影響の大きい場合の回帰分析結果を図12-1に示す。 

※：土木学会規準「実構造物におけるコンクリート中の全塩化物イオン分布の測定方法

（案）（JSCE-G 573-2003 コンクリート委員会・規準関連小委員会）」（以下、土 

木学会規準（案）と言う。） 

【グラフにプロットしている測定結果】 

0～20mm 20～40mm 40～60mm 60～80mm 80～100mm 100～120mm

％ 0.16 0.09 0.00 0.00 0.00 0.00

kg/m3 3.79 2.14 0.10 0.00 0.07 0.00

％ 0.02 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00

kg/m3 0.36 0.21 0.14 0.00 0.02 0.01

％ 0.02 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00

kg/m3 0.54 0.11 0.00 0.00 0.00 0.00

単位
塩化物イオン濃度（％）および量（kg/m3）試料

番号

気中帯

干満帯

海中帯

No.3

No.1

No.3

図12-1 拡散方程式の回帰分析結果 

添付2 

D

※1単位容積質量から換算した値

コンクリート中の塩化物イオンの見かけの拡散係数
（コンクリート表面の塩化物イオン量※1）

コンクリート表面の塩化物イオン濃度
Co

：塩化物イオン濃度測定結果

：回帰分析結果

：回帰分析に用いない塩化物イオン濃度測定結果
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（２）鉄筋の腐食減量

１）評価結果

上記、拡散方程式の回帰分析で求めたコンクリート中の塩化物イオンの見かけの拡

散係数（Ｄ）およびコンクリート表面の塩化物イオン濃度（Ｃｏ）を森永式に展開

し、鉄筋の腐食減量（気中帯、干満帯、海中帯）を算定した。「調査時点」、「運転

開始後60年経過時点」および、「かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点」の

それぞれの算定結果を比較して選定した結果を表12-3に示す。 

運転開始６０年時点の鉄筋の腐食減量が、かぶりコンクリートにひび割れが発生す

る時点の鉄筋腐食減量（90.1×10-4g/cm2）を下回っていることを確認した。 

なお、上記結果（気中帯、干満帯、海中帯）は、3本のコア単独の測定値を用いた

場合、およびその平均値を用いた場合のそれぞれにおいて、最も影響の大きいケース

である。その選定過程については後述する。 

表12-3 鉄筋の腐食減量の結果 

※1 コンクリート表面に近い領域（0～20mm）の塩化物イオン濃度を用いない場合

※2 かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点

運転開始後
経過年数

鉄筋の腐食減量
運転開始後
経過年数

鉄筋の腐食減量
運転開始後
経過年数

鉄筋の腐食減量

(年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2)

19 1.7 19 4.9 19 0.0
20 1.8 20 5.1 20 0.0
21 1.9 21 5.4 21 0.0
22 2.0 22 5.6 22 0.0
23 2.1 23 5.9 23 0.0

調査時点　24 2.2 調査時点　24 6.1 調査時点　24 0.0
25 2.3 25 6.4 25 0.0
26 2.4 26 6.6 26 0.0
27 2.5 27 6.9 27 0.0
28 2.6 28 7.1 28 0.0
29 2.7 29 7.4 29 0.0

55 5.0 55 13.7 55 0.0
56 5.1 56 14.0 56 0.0
57 5.2 57 14.2 57 0.0
58 5.3 58 14.5 58 0.0
59 5.4 59 14.7 59 0.0

運転開始後
60年経過時点

5.5
運転開始後

60年経過時点
14.9

運転開始後
60年経過時点

0.0

61 5.6 61 15.2 61 0.0
62 5.7 62 15.4 62 0.0
63 5.8 63 15.7 63 0.0
64 5.8 64 15.9 64 0.0
65 5.9 65 16.1 65 0.0

455 88.4 384 88.9 4,030 89.9
456 88.8 385 89.2 4,031 90.0
457 89.1 386 89.4 4,032 90.0
458 89.4 387 89.6 4,033 90.0
459 89.8 388 89.8 4,034 90.1

460※2 90.1 389※2 90.1 4,035※2 90.1

461 90.5 390 90.3 4,036 90.1
462 90.8 391 90.5 4,037 90.2
463 91.1 392 90.7 4,038 90.2
464 91.5 393 91.0 4,039 90.2
465 91.8 394 91.2 4,040 90.3

気中帯※1 干満帯※1 海中帯※1

データ：No.3コアの測定結果 データ：No.1コアの測定結果 データ：No.3コアの測定結果
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２）影響の大きいケースの選定

①気中帯について

回帰分析は、前述したようにコア（No.1、No.2、No.3）の平均値を用いる場合

と、コア（No.1、No.2、No.3）の単独値を用いる場合の双方について実施してい

る。 

気中帯は、コンクリートが空気に曝される状況下にあり、中性化の作用を受けて

いる可能性があることから、土木学会規準（案）に示された「中性化した領域およ

びそこから1cm以内の深部で採取された試料から得られた結果は、回帰分析を行う

際には用いないほうがよい。」を参考に、気中帯の中性化深さ測定結果（0.5cm）

＋1cmの領域を含む『0～20mmの塩化物イオン濃度のデータ』を用いる場合と用いな

い場合の影響を確認した。 

■コア（3箇所）の塩化物イオン濃度測定結果

塩化物イオンの測定結果を表12-4に示す。測定結果（赤字）が中性化の作用が

考えられる領域のデータ（0～20mm）である。なお、回帰分析結果については割

愛する。 

表12-4 コアの塩化物イオン濃度測定値（気中帯：3箇所） 

■影響の大きいケースの選定

塩化物イオン濃度測定結果が鉄筋の腐食減量結果に及ぼす影響について、「調

査時点」、「運転開始後60年経過時点」および、「かぶりコンクリートにひび割

れが発生する時点」を比較して表12-5～12-6に示す。 

運転開始後経過60年時点の鉄筋の腐食減量が、すべてのデータで同値（5.5×10-

4g/cm2）となったことから、かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点の鉄筋

腐食減量に最も早く達する②－３（0～20mmのデータを用いない場合、No.3コアの

測定結果）のデータを選定した。 

0～20mm 20～40mm 40～60mm 60～80mm 80～100mm 100～120mm

％ 0.10 0.07 0.01 0.00 0.00 0.00

kg/m3 2.39 1.68 0.16 0.00 0.00 0.00

％ 0.13 0.06 0.01 0.00 0.00 0.00

kg/m3 3.07 1.44 0.18 0.00 0.02 0.00

％ 0.16 0.09 0.00 0.00 0.00 0.00

kg/m3 3.79 2.14 0.10 0.00 0.07 0.00

％ 0.13 0.07 0.01 0.00 0.00 0.00

kg/m3 3.08 1.75 0.15 0.00 0.03 0.00

No.1

No.2

単位
試料
番号

塩化物イオン濃度（％）および量（kg/m3）

No.3

平均値
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表12－5 鉄筋の腐食減量の算定結果（気中帯） 

【0～20mmのデータを用いる場合】 

※1 かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

(年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2)

19 1.7 19 1.7 19 1.7 19 1.7
20 1.8 20 1.8 20 1.8 20 1.8
21 1.9 21 1.9 21 1.9 21 1.9
22 2.0 22 2.0 22 2.0 22 2.0
23 2.1 23 2.1 23 2.1 23 2.1

調査時点　24 2.2 調査時点　24 2.2 調査時点　24 2.2 調査時点　24 2.2
25 2.3 25 2.3 25 2.3 25 2.3
26 2.4 26 2.4 26 2.4 26 2.4
27 2.5 27 2.5 27 2.5 27 2.5
28 2.6 28 2.6 28 2.6 28 2.6
29 2.6 29 2.7 29 2.7 29 2.7

55 5.0 55 5.0 55 5.0 55 5.0
56 5.1 56 5.1 56 5.1 56 5.1
57 5.2 57 5.2 57 5.2 57 5.2
58 5.3 58 5.3 58 5.3 58 5.3
59 5.4 59 5.4 59 5.4 59 5.4

運転開始後
60年経過時点

5.5
運転開始後

60年経過時点
5.5

運転開始後
60年経過時点

5.5
運転開始後

60年経過時点
5.5

61 5.6 61 5.6 61 5.6 61 5.6
62 5.7 62 5.7 62 5.7 62 5.7
63 5.8 63 5.8 63 5.8 63 5.8
64 5.9 64 5.9 64 5.9 64 5.9
65 6.0 65 5.9 65 6.0 65 6.0

652 89.2 629 89.1 567 89.1 612 89.1
653 89.4 630 89.3 568 89.3 613 89.2
654 89.5 631 89.4 569 89.5 614 89.4
655 89.7 632 89.6 570 89.7 615 89.6
656 89.9 633 89.8 571 89.9 616 89.8

657※1 90.0 634※1 90.0 572※1 90.1 617※1 90.0

658 90.2 635 90.1 573 90.3 618 90.2
659 90.3 636 90.3 574 90.5 619 90.3
660 90.5 637 90.5 575 90.7 620 90.5
661 90.7 638 90.7 576 90.9 621 90.7
662 90.8 639 90.9 577 91.1 622 90.9

①－１ ①－２ ①－３ ①－４

データ：No.1コアの測定結果 データ：No.2コアの測定結果 データ：No.3コアの測定結果 データ：平均値
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表12-6 鉄筋の腐食減量の算定結果（気中帯） 

【0～20mmのデータを用いない場合】 

※1 かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

(年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2)

19 1.7 19 1.7 19 1.7 19 1.7
20 1.8 20 1.8 20 1.8 20 1.8
21 1.9 21 1.9 21 1.9 21 1.9
22 2.0 22 2.0 22 2.0 22 2.0
23 2.1 23 2.1 23 2.1 23 2.1

調査時点　24 2.2 調査時点　24 2.2 調査時点　24 2.2 調査時点　24 2.2
25 2.3 25 2.3 25 2.3 25 2.3
26 2.4 26 2.4 26 2.4 26 2.4
27 2.5 27 2.5 27 2.5 27 2.5
28 2.6 28 2.6 28 2.6 28 2.6
29 2.7 29 2.7 29 2.7 29 2.7

55 5.0 55 5.0 55 5.0 55 5.0
56 5.1 56 5.1 56 5.1 56 5.1
57 5.2 57 5.2 57 5.2 57 5.2
58 5.3 58 5.3 58 5.3 58 5.3
59 5.4 59 5.4 59 5.4 59 5.4

運転開始後
60年経過時点

5.5
運転開始後

60年経過時点
5.5

運転開始後
60年経過時点

5.5
運転開始後

60年経過時点
5.5

61 5.6 61 5.6 61 5.6 61 5.6
62 5.7 62 5.7 62 5.7 62 5.7
63 5.8 63 5.8 63 5.8 63 5.8
64 5.8 64 5.8 64 5.8 64 5.8
65 5.9 65 5.9 65 5.9 65 5.9

516 88.6 561 88.9 455 88.4 501 88.6
517 88.9 562 89.1 456 88.8 502 88.9
518 89.1 563 89.4 457 89.1 503 89.2
519 89.4 564 89.6 458 89.4 504 89.5
520 89.6 565 89.8 459 89.8 505 89.7

521※1 89.9 566※1 90.0 460※1 90.1 506※1 90.0

522 90.2 567 90.3 461 90.5 507 90.3
523 90.4 568 90.5 462 90.8 508 90.6
524 90.7 569 90.7 463 91.1 509 90.9
525 91.0 570 90.9 464 91.5 510 91.2
526 91.2 571 91.2 465 91.8 511 91.4

データ：No.1コアの測定結果 データ：No.2コアの測定結果 データ：No.3コアの測定結果 データ：平均値

②－１ ②－２ ②－３ ②－４

：選定ケース 
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②干満帯について

回帰分析は、前述したようにコア（No.1、No.2、No.3）の平均値を用いる場合

と、コア（No.1、No.2、No.3）の単独値を用いる場合の双方について実施してい

る。 

干満帯は、気中帯と同様に外気環境に曝される状態であると想定し、土木学会規

準（案）を参考に、中性化の作用が考えられる領域の『0～20mmの塩化物イオン濃

度のデータ』を用いる場合と用いない場合の影響を確認した。 

■コア（3箇所）の塩化物イオン濃度測定結果

塩化物イオンの測定結果を表12-7に測定結果を示す。なお、赤字の測定結果が

中性化の作用が考えられる領域のデータ（0～20mm）である。なお、回帰分析結

果については割愛する。 

表12-7 コアの塩化物イオン濃度測定値（干満帯：3箇所）

 

■影響の大きいケースの選定

塩化物イオン濃度測定結果が鉄筋の腐食減量結果に及ぼす影響について、「調

査時点」、「運転開始後60年経過時点」および、「かぶりコンクリートにひび割

れが発生する時点」を比較して表12-8～12-9に示す。 

運転開始後経過60年時点の鉄筋の腐食減量が最も大きい値は①－１と②－１で

ある。また、かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点の鉄筋腐食減量も同

年に達する結果となった。このことから、代表して②－1（0～20mmのデータを用

いない場合、No.1コアの測定結果）を選定した。 

0～20mm 20～40mm 40～60mm 60～80mm 80～100mm 100～120mm

％ 0.02 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00

kg/m3 0.36 0.21 0.14 0.00 0.02 0.01

％ 0.02 0.02 0.01 0.00 0.00 0.00

kg/m3 0.43 0.50 0.28 0.07 0.02 0.02

％ 0.03 0.02 0.01 0.00 0.00 0.00

kg/m3 0.59 0.39 0.23 0.10 0.00 0.00

％ 0.02 0.02 0.01 0.00 0.00 0.00

kg/m3 0.46 0.36 0.22 0.06 0.01 0.01

試料
番号

塩化物イオン濃度（％）および量（kg/m3）
単位

No.1

No.2

No.3

平均値
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表12-8 鉄筋の腐食減量（干満帯） 

【0～20mmのデータを用いる場合】 

※1 かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

(年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2)

19 4.9 19 4.8 19 4.8 19 4.8
20 5.1 20 5.0 20 5.1 20 5.1
21 5.4 21 5.3 21 5.3 21 5.3
22 5.6 22 5.5 22 5.6 22 5.6
23 5.9 23 5.7 23 5.8 23 5.8

調査時点　24 6.1 調査時点　24 6.0 調査時点　24 6.1 調査時点　24 6.1
25 6.4 25 6.2 25 6.3 25 6.3
26 6.6 26 6.5 26 6.6 26 6.5
27 6.9 27 6.7 27 6.8 27 6.8
28 7.1 28 6.9 28 7.0 28 7.0
29 7.4 29 7.2 29 7.3 29 7.3

55 13.7 55 13.2 55 13.4 55 13.4
56 14.0 56 13.4 56 13.6 56 13.6
57 14.2 57 13.6 57 13.9 57 13.9
58 14.5 58 13.9 58 14.1 58 14.1
59 14.7 59 14.1 59 14.3 59 14.3

運転開始後
60年経過時点

14.9
運転開始後

60年経過時点
14.3

運転開始後
60年経過時点

14.5
運転開始後

60年経過時点
14.6

61 15.2 61 14.6 61 14.8 61 14.8
62 15.4 62 14.8 62 15.0 62 15.0
63 15.7 63 15.0 63 15.2 63 15.3
64 15.9 64 15.2 64 15.5 64 15.5
65 16.1 65 15.5 65 15.7 65 15.7

384 88.9 395 88.9 394 89.0 392 88.8
385 89.2 396 89.1 395 89.2 393 89.1
386 89.4 397 89.4 396 89.4 394 89.3
387 89.6 398 89.6 397 89.6 395 89.5
388 89.8 399 89.8 398 89.8 396 89.7

389※1 90.1 400※1 90.0 399※1 90.1 397※1 89.9

390 90.3 401 90.3 400 90.3 398 90.2
391 90.5 402 90.5 401 90.5 399 90.4
392 90.7 403 90.7 402 90.7 400 90.6
393 91.0 404 90.9 403 91.0 401 90.8
394 91.2 405 91.1 404 91.2 402 91.1

①－１ ①－２ ①－３ ①－４

データ：No.1コアの測定結果 データ：No.2コアの測定結果 データ：No.3コアの測定結果 データ：平均値
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表12-9 鉄筋の腐食減量（干満帯） 

【0～20mmのデータを用いない場合】 

※1 かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

(年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2)

19 4.9 19 4.8 19 4.8 19 4.8
20 5.1 20 5.1 20 5.1 20 5.1
21 5.4 21 5.3 21 5.3 21 5.3
22 5.6 22 5.6 22 5.6 22 5.6
23 5.9 23 5.8 23 5.8 23 5.8

調査時点　24 6.1 調査時点　24 6.1 調査時点　24 6.1 調査時点　24 6.1
25 6.4 25 6.3 25 6.3 25 6.3
26 6.6 26 6.6 26 6.6 26 6.6
27 6.9 27 6.8 27 6.8 27 6.8
28 7.1 28 7.1 28 7.1 28 7.1
29 7.4 29 7.3 29 7.3 29 7.3

55 13.7 55 13.4 55 13.4 55 13.5
56 14.0 56 13.6 56 13.7 56 13.7
57 14.2 57 13.9 57 13.9 57 14.0
58 14.5 58 14.1 58 14.1 58 14.2
59 14.7 59 14.3 59 14.3 59 14.4

運転開始後
60年経過時点

14.9
運転開始後

60年経過時点
14.5

運転開始後
60年経過時点

14.6
運転開始後

60年経過時点
14.7

61 15.2 61 14.8 61 14.8 61 14.9
62 15.4 62 15.0 62 15.0 62 15.1
63 15.7 63 15.2 63 15.3 63 15.4
64 15.9 64 15.4 64 15.5 64 15.6
65 16.1 65 15.7 65 15.7 65 15.8

384 88.9 393 88.8 394 89.0 393 88.9
385 89.2 394 89.1 395 89.2 394 89.2
386 89.4 395 89.3 396 89.4 395 89.4
387 89.6 396 89.5 397 89.6 396 89.6
388 89.8 397 89.7 398 89.9 397 89.8

389※1 90.1 398※1 89.9 399※1 90.1 398※1 90.1

390 90.3 399 90.2 400 90.3 399 90.3
391 90.5 400 90.4 401 90.5 400 90.5
392 90.7 401 90.6 402 90.7 401 90.7
393 91.0 402 90.8 403 91.0 402 90.9
394 91.2 403 91.1 404 91.2 403 91.2

②－１ ②－２ ②－３ ②－４

データ：No.1コアの測定結果 データ：No.2コアの測定結果 データ：No.3コアの測定結果 データ：平均値

：選定ケース 
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③海中帯について

回帰分析は、前述したようにコア（No.1、No.2、No.3）の平均値を用いる場合

と、コア（No.1、No.2、No.3）の単独値を用いる場合の双方について実施してい

る。 

海中帯は、常に海水に浸かっている状況下であるが、土木学会規準（案）に示さ

れた「中性化が生じていない場合においても、構造物表面から深さ1cm以内で採取

された試料から得られた結果は、回帰分析を行う際には用いないほうがよい。」を

参考に、『深さ1cmの領域を含む0～20mmの塩化物イオン濃度のデータ』を用いる場

合と用いない場合の影響を確認した。 

■コア（3箇所）の塩化物イオン濃度測定結果

塩化物イオンの測定結果を表12-10に測定結果を示す。なお、赤字の測定結果

が構造物表面から深さ1cmの領域を含むデータ（0～20mm）である。なお、回帰分

析結果については割愛する。 

表12-10 コアの塩化物イオン濃度測定値（海中帯：3箇所） 

 

■影響の大きいケースの選定

塩化物イオン濃度測定結果が鉄筋の腐食減量結果に及ぼす影響について、「調

査時点」、「運転開始後60年経過時点」および、「かぶりコンクリートにひび割

れが発生する時点」を比較して表12-11～2-12に示す。 

運転開始後経過60年時点の鉄筋の腐食減量は、すべてのデータで同値（0.0×

10-4g/cm2）となったことから、かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点の

鉄筋腐食減量に最も早く達する②－３（0～20mmのデータを用いない場合、No.3

コアの測定結果）のデータを選定した。

0～20mm 20～40mm 40～60mm 60～80mm 80～100mm 100～120mm

％ 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

kg/m3 0.50 0.01 0.01 0.00 0.00 0.07

％ 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

kg/m3 0.45 0.04 0.00 0.01 0.00 0.01

％ 0.02 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00

kg/m3 0.54 0.11 0.00 0.00 0.00 0.00

％ 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

kg/m3 0.50 0.05 0.00 0.00 0.00 0.03

No.1

No.2

No.3

平均値

試料
番号

塩化物イオン濃度（％）および量（kg/m3）
単位
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表12-11 鉄筋の腐食減量（海中帯） 

【0～20mmのデータを用いる場合】 

※1 かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

(年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2)

19 0.0 19 0.0 19 0.0 19 0.0
20 0.0 20 0.0 20 0.0 20 0.0
21 0.0 21 0.0 21 0.0 21 0.0
22 0.0 22 0.0 22 0.0 22 0.0
23 0.0 23 0.0 23 0.0 23 0.0

調査時点　24 0.0 調査時点　24 0.0 調査時点　24 0.0 調査時点　24 0.0
25 0.0 25 0.0 25 0.0 25 0.0
26 0.0 26 0.0 26 0.0 26 0.0
27 0.0 27 0.0 27 0.0 27 0.0
28 0.0 28 0.0 28 0.0 28 0.0
29 0.0 29 0.0 29 0.0 29 0.0

55 0.0 55 0.0 55 0.0 55 0.0
56 0.0 56 0.0 56 0.0 56 0.0
57 0.0 57 0.0 57 0.0 57 0.0
58 0.0 58 0.0 58 0.0 58 0.0
59 0.0 59 0.0 59 0.0 59 0.0

運転開始後
60年経過時点

0.0
運転開始後

60年経過時点
0.0

運転開始後
60年経過時点

0.0
運転開始後

60年経過時点
0.0

61 0.0 61 0.0 61 0.0 61 0.0
62 0.0 62 0.0 62 0.0 62 0.0
63 0.0 63 0.0 63 0.0 63 0.0
64 0.0 64 0.0 64 0.0 64 0.0
65 0.0 65 0.0 65 0.0 65 0.0

6,929 90.0 7,355 90.0 13,201 90.1 6,956 90.0
6,930 90.0 7,356 90.0 13,202 90.1 6,957 90.0
6,931 90.0 7,357 90.0 13,203 90.1 6,958 90.0
6,932 90.1 7,358 90.1 13,204 90.1 6,959 90.0
6,933 90.1 7,359 90.1 13,205 90.1 6,960 90.1

6934※1 90.1 7360※1 90.1 13206※1 90.1 6961※1 90.1

6,935 90.1 7,361 90.1 13,207 90.1 6,962 90.1
6,936 90.2 7,362 90.2 13,208 90.1 6,963 90.2
6,937 90.2 7,363 90.2 13,209 90.1 6,964 90.2
6,938 90.2 7,364 90.2 13,210 90.2 6,965 90.2
6,939 90.2 7,365 90.2 13,211 90.2 6,966 90.2

①－１ ①－２ ①－３ ①－４

データ：No.1コアの測定結果 データ：No.2コアの測定結果 データ：No.3コアの測定結果 データ：平均値
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表12-12 鉄筋の腐食減量（海中帯） 

【0～20mmのデータを用いない場合】 

※1 かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

(年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2)

19 0.0 19 0.0 19 0.0 19 0.0
20 0.0 20 0.0 20 0.0 20 0.0
21 0.0 21 0.0 21 0.0 21 0.0
22 0.0 22 0.0 22 0.0 22 0.0
23 0.0 23 0.0 23 0.0 23 0.0

調査時点　24 0.0 調査時点　24 0.0 調査時点　24 0.0 調査時点　24 0.0
25 0.0 25 0.0 25 0.0 25 0.0
26 0.0 26 0.0 26 0.0 26 0.0
27 0.0 27 0.0 27 0.0 27 0.0
28 0.0 28 0.0 28 0.0 28 0.0
29 0.0 29 0.0 29 0.0 29 0.0

55 0.0 55 0.0 55 0.0 55 0.0
56 0.0 56 0.0 56 0.0 56 0.0
57 0.0 57 0.0 57 0.0 57 0.0
58 0.0 58 0.0 58 0.0 58 0.0
59 0.0 59 0.0 59 0.0 59 0.0

運転開始後
60年経過時点

0.0
運転開始後

60年経過時点
0.0

運転開始後
60年経過時点

0.0
運転開始後

60年経過時点
0.0

61 0.0 61 0.0 61 0.0 61 0.0
62 0.0 62 0.0 62 0.0 62 0.0
63 0.0 63 0.0 63 0.0 63 0.0
64 0.0 64 0.0 64 0.0 64 0.0
65 0.0 65 0.0 65 0.0 65 0.0

5,041 89.9 4,707 89.9 4,030 89.9 4,299 89.9
5,042 90.0 4,708 90.0 4,031 90.0 4,300 90.0
5,043 90.0 4,709 90.0 4,032 90.0 4,301 90.0
5,044 90.0 4,710 90.0 4,033 90.0 4,302 90.0
5,045 90.1 4,711 90.1 4,034 90.1 4,303 90.1

5046※1 90.1 4712※1 90.1 4035※1 90.1 4304※1 90.1

5,047 90.1 4,713 90.1 4,036 90.1 4,305 90.1
5,048 90.2 4,714 90.2 4,037 90.2 4,306 90.2
5,049 90.2 4,715 90.2 4,038 90.2 4,307 90.2
5,050 90.2 4,716 90.2 4,039 90.2 4,308 90.2
5,051 90.3 4,717 90.3 4,040 90.3 4,309 90.3

②－１ ②－２ ②－３ ②－４

データ：No.1コアの測定結果 データ：No.2コアの測定結果 データ：No.3コアの測定結果 データ：平均値

：選定ケース 
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タイトル 機械振動の評価対象の選定過程について 

説 明 「日本原子力学会標準 原子力発電所の高経年化対策実施基準：2015 

付属書Ａ経年劣化メカニズムまとめ表」を踏まえ、タービン架台および非

常用ディーゼル発電機基礎を選定した（主要な機器の定格出力および重量

は表－１のとおり）。 

表―１ 主要な機器の定格出力および重量 

機器名称 運転状態 定格出力(kW) 重量(kg) 

高圧タービン 連続 1,180,000 273,500 

低圧タービン 連続 1,180,000 1,502,000 

海水ポンプモータ 連続 980 30,800 

格納容器 

スプレイポンプモータ
一時 940 16,800 

余熱除去ポンプモータ 

連続 

（余熱除去時） 
400 13,000 

一時 

（低圧注入時） 

ディーゼル発電機 一時 8,875 180,000 

電動 

補助給水ポンプモータ 
一時 650 7,200 

高圧注入ポンプモータ 一時 1,400 24,600 

充てんポンプモータ 

（高圧） 
連続 550 17,050 

充てんポンプモータ 

（低圧） 
連続 132 12,650 

タービン動

主給水ポンプタービン 
連続 7,500 50,900 

タービン動

補助給水ポンプタービン 
一時 1,000 4,900 

このうちディーゼル発電機については定例試験等における一時的な運転

のみであり、タービン発電機と比較してその振動の大きさ、頻度の影響が

非常に小さいといえるため、機械振動によるコンクリートの経年劣化への

影響は小さいと判断し、タービン架台を評価対象部位とした（添付１参

照）。評価点は、機械振動荷重を直接受ける機器支持部とした。 

以上 

添付１ 評価対象部位平面図 

別紙１３ 
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タイトル 建設時に実施したモルタルバー法の試験結果について 

説 明 建設時に実施したモルタルバー法の試験方法、試験条件（使用骨材な

ど）および試験結果を以下に示す。 

モルタルバー法は、JIS A 5308による。

※主要構造物：内部コンクリート、原子炉格納施設基礎、原子炉周辺建

屋、制御建屋、廃棄物処理建屋、タービン建屋、燃料油貯蔵タンク基礎、

海水ポンプ室、海水管トンネルを指す。

対象構造物
試験方法

（試験実施年）
測定値（6ヵ月）

【％】
判定基準 結果

粗骨材 葉原産 0.044
粗骨材 小西産 0.030
粗骨材 サコダ産 0.067
細骨材 葉原産 0.036
細骨材 サコダ産 0.040
細骨材 日盛産 0.012
細骨材 三国産 0.068
細骨材 三国産＋葉原産 0.026
細骨材 三国＋サコダ産 0.024
細骨材 三国＋日盛産 0.014

外部遮蔽壁
ほか主要構造物

モルタルバー法
(S62年～Ｈ3年)

骨材

膨張率が６か月で
0.1％未満が無害

無害

別紙１４ 
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タイトル 

 

ＰＣＣＶの供用期間中検査における検査対象テンドンの選定過程ならび

に検査の計画、要領および結果について 

 

 

説 明 

 

供用期間中検査における、緊張力検査の対象テンドンの選定過程ならび

に検査の計画、要領および結果を以下に示す。 

 

１．緊張力検査の対象テンドンの選定過程 

1.1 テンドンのグルーピング 

グループは、フープテンドン１０８本、逆Ｕテンドン９０本。 

 

1.2 検査テンドンの本数 

各グループについて、グループ総本数の２％。ただし、最小３

本。 

 

1.3 検査テンドンの抽出 

上記に従い、３０年目供用期間中検査（第１８回定期検査）で

は、 

フープテンドン Ｈ１０１※、Ｈ４１、Ｈ４５※、Ｈ９６ 

逆Ｕテンドン Ｖ２９※、Ｖ４３、Ｖ７７ 

を選定した。 

 

※ 各供用期間中検査にて検査を行うテンドン（履歴テンドン） 

 

２．供用期間中検査の計画、要領及び結果 

 

2.1 供用期間中検査の計画 

ＰＣＣＶの供用期間中検査は、「大飯発電所３号機 保全計画」に

基づき１ 回／ ５ 年で実施している。 

 

2.2 供用期間中検査の要領 

３０年目供用期間中検査（第１８回定期検査）の要領を以下に示

す。 

 

①外観検査 

（１）目視確認 

（ａ）コンクリート部 

直接目視検査により、表面にひび割れ、欠落の有無を確認

する。 

（ｂ）緊張材（テンドン）定着部 

直接目視検査により、表面に腐食、変形、割れおよび防錆

剤の漏えいの有無を確認する。 

 

②機能・性能検査 

（１）緊張力確認検査 

測定板抜取法によるリフトオフ荷重の測定によりテンドンの緊

張力を測定する。 

別紙１５ 



-15-2-

（２）防錆剤検査

エンドキャップまたはシース中に封入されている防錆剤の水溶

性不純物（塩化物、硫酸塩、硫化物）、含水量、全アルカリ価に

ついて、検査機関にて実施した化学分析の結果を証明書により確

認する。 

表 各検査の判定基準 

外観検査 目視検査 

（ａ）コンクリート部 

表面に機能・性能に影響を及ぼす恐れのあるひび割れ、欠落

がないこと 

（ｂ）緊張材（テンドン）定着部 

表面に機能・性能に影響を及ぼす恐れのある腐食、変形、割

れ及び防錆剤の漏えいがないこと 

機能・ 

性能検査 

緊張力確認検査 テンドンの緊張力が設計要求値以上であること

防錆剤検査 

塩化物、硝酸塩、硫化物の各水溶性不純物の含有率が、

10ppm 以下であること 

含水量が、重量比で 10％以下であること 

全アルカリ価が、初期値の 50％以上であること 

2.3 外観検査・緊張力検査・防錆剤検査の結果 

３０年目供用期間中検査（第１８回定期検査）の各検査におい

て、判定基準を満たしていることを確認している。 

なお、運転開始以降のＰＣＣＶの供用期間中検査（第１回、第３

回、第５回、第８回、第１２回、第１５回および第１６回定期検

査）についても同様に外観検査、緊張力確認検査および防錆剤検査

を行い、判定基準を満たしていることを確認している。 

運転開始以降のＰＣＣＶの供用期間中検査における履歴テンドン

の緊張力確認検査の結果を添付１に示す。 

以上 

添付１ 運転開始以降のＰＣＣＶ履歴テンドンの緊張力確認検査結果 
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添付１ 

運転開始以降のＰＣＣＶ履歴テンドンの緊張力確認検査結果 

運転開始以降のＰＣＣＶ履歴テンドンの緊張力の測定結果を図１に示す。ばらつきが

あるものの、予測と同様に、緊張力が初期に低下し、時間の経過とともに低下が緩やか

になっていること、また、設計要求値に対して余裕を持って推移していることが確認で

きる。 

なお、緊張力が初期に大きく低下することに配慮し、「大飯発電所３、４号機用 プ

レストレストコンクリート格納容器に関する技術指針」（別紙）では、運転開始後１年

目、３年目及び５年目に検査を実施することが定められている。大飯３号機において

は、同指針に基づき、第１回、第３回及び第５回定期検査で供用期間中検査を実施して

いる。」

(a)フープテンドン

(b)逆Ｕテンドン

図１ 運転開始以降のＰＣＣＶ履歴テンドンの緊張力の測定結果 
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別紙 
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タイトル テンドンの緊張力予測値の算定過程および結果について

説 明 １．緊張力予測値の算定 

運転開始後６０年経過時点のテンドンの緊張力予測値は、３０年目供用

期間中検査（第１８回定期検査）における緊張力測定値より３０年以降６

０年目までのプレストレス損失を減じて算定している。（図１） 

緊張力予測値は、各テンドンの定着荷重が異なることや緊張力低下の傾

向にばらつきがあることから、３０年目供用期間中検査におけるテンドン

の緊張力測定値を起点とし算定した値の平均値とした。このため３０年目

供用期間中検査までの緊張力低下の傾向が反映されている。 

図１ 緊張力予測値の算定イメージ 

（※）プレストレス損失（30年以降60年まで） 

＝プレストレス損失（運転開始後60年経過時点） 

―プレストレス損失（運転開始後30年経過時点） 

テンドンの緊張力低下の長期的な傾向は、プレストレス損失の増加が時

間の経過とともに緩やかになる（図２）ため、緊張力低下が緩やかにな

り、最終的にはほぼ一定となる（図３）。運転開始後６０年経過時点のテ

ンドンの緊張力予測値は、プレストレス損失の各要因の入力値を安全側に

することで保守的に算定している。

 プレストレス損失の長期的な傾向を添付－１「プレストレス損失の算定

過程および結果 １．プレストレス損失の長期的な傾向」に示す。 

図２ プレストレス損失の傾向とプレストレス損失の算定イメージ 

別紙１６ 

緊張力予測値

（運転開始後

60年経過時点） 

緊張力測定値

（30年目供用期間中 
検査結果）

プレストレス損失

（30年以降 
60年まで）（※） 

＝ － 
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図３ テンドンの緊張力低下の傾向と緊張力予測のイメージ 

 

２．プレストレス損失の算定 

（1）プレストレス損失の算定方法 

プレストレス損失は、第１回工事計画認可申請資料（関工発第２１８

号 昭和６２年３月２８日認可）（以下、「工事計画認可申請資料」と

いう）の添付資料７－２に倣い算定している。 

工事計画認可申請資料に、テンドンの有効張力に対するロスとして、

コンクリートの弾性変形によるロス(⊿f1)、PC鋼より線のリラクセーシ

ョンによるロス(⊿f2)、コンクリートのクリープによるロス(⊿f3)およ

びコンクリートの乾燥収縮によるロス(⊿f4)がある。緊張力予測値の算

定にあたり、コンクリートの弾性変形によるロス(⊿f1)は、各テンドン

の緊張順序により生じる建設時のロスであるため、３０年以降６０年ま

でのプレストレス損失の要因とならず、プレストレス損失は、PC鋼より

線のリラクセーション、コンクリートのクリープによるロスおよびコン

クリートの乾燥収縮によるロスにより算定される。 

よって、プレストレス損失(⊿f)の算定は、以下の式となる。 

 

⊿f  ＝  ⊿f2   + ⊿f3   + ⊿f4 

 

なお、プレストレス損失(⊿f)の要因であるPC鋼より線のリラクセー

ションによるロス(⊿f2)、コンクリートのクリープによるロス(⊿f3)お

よびコンクリートの乾燥収縮によるロス(⊿f4)は、土木学会「プレスト

レストコンクリート標準示方書」（昭和５３年制定）（以下、「PC示方

書」という）に準拠し、工事計画認可申請資料に記載している次式を用

いて算出している。 

 

・PC鋼より線のリラクセーションによるロス(⊿f2) 

∆ ଶ݂ ൌ γሺݐ௥ሻ ∙ ௜݂ ∙ ൬1 െ 2 ∙
∆ ଷ݂ ൅ ∆ ସ݂

௜݂
൰ 
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・コンクリートのクリープによるロス(⊿f3)

∆ ଷ݂ ൌ
݊ ∙ ߮൫ݐ、ݐ଴൯ ∙ ௖ߪ

1൅ ݊ ∙
௖ߪ
௜݂
∙ ቂ1൅

1
2߮൫ݐ、ݐ଴൯ቃ

・コンクリートの乾燥収縮によるロス(⊿f4)

∆ ସ݂ ൌ
௣ܧ ∙ ଴൯ݐ、ݐ௦൫ߝ

1൅ ݊ ∙
௖ߪ
௜݂
∙ ቂ1൅

1
2߮൫ݐ、ݐ଴൯ቃ

σc ：初期平均コンクリート応力度 

fi ：テンドンの初期平均張力 

Ep ：テンドンのヤング係数 

Ec ：コンクリートのヤング係数 

n    ：ヤング係数比（Ep/Ec） 

γ(tr)  ：PC鋼より線のリラクセーション係数 

φ(t、t0) ：コンクリートのクリープ係数 

εs(t、t0) ：コンクリートの乾燥収縮ひずみ 

 プレストレス損失の算定時の入力値を添付－１「プレストレス損失の

算定過程および結果 ２．プレストレス損失の算定時の入力値」に示

す。 

（2）プレストレス損失の算定結果

運転開始後30年経過時点のプレストレス損失、運転開始後60年経過時

点のプレストレス損失および30年以降60年までのプレストレス損失の算

定結果を添付－１「プレストレス損失の算定過程および結果 ３．プレ

ストレス損失の算定結果」に示す。

３．緊張力予測値の算定結果 

運転開始後６０年経過時点の緊張力予測値を、添付－２「緊張力予測

値の算定結果」に示す。 

テンドンの緊張力を予測した結果、運転開始後６０年経過時点のテン

ドンの緊張力予測値はフープテンドン 6.13 MN、 逆Ｕテンドン 6.42 

MNとなり、設計要求値（フープテンドン 5.36 MN、逆Ｕテンドン 5.66 

MN）を上回る結果が得られた。 

なお、３０年目供用期間中検査における緊張力測定値は、すべての検

査テンドンにおいて設計要求値を上回ることを確認している。 

また、緊張力検査および定着部（定着具、周辺コンクリート部）の目

視点検の結果、緊張力は設計要求値を十分に上回ることを確認してお

り、極端に設計要求値に近い値等はないこと、定着具の有害な変形や破

損および周辺コンクリート部の有害なひび割れや剥落等の損傷や劣化は

ないことから、今後テンドンの緊張力低下が急激に進展することはな

い。 
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添付－１ プレストレス損失の算定過程および結果 

添付－２ 緊張力予測値の算定結果 

以上 
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プレストレス損失の算定過程および結果 

１．プレストレス損失の長期的な傾向

日本建築学会「プレストレストコンクリート設計施工規準・同解説」（１９９８）に

「コンクリートのクリープおよび乾燥収縮、PC鋼より線のリラクセーションは、ある年

数の経過後には一定値に達し、その後はクリープまたはリラクセーションの増大はなく

なるから、プレストレス力の時間的減少もまたある一定値に達し、定常状態となる」と

ある。

プレストレス損失の算定に用いた、工事計画認可申請資料のPC鋼より線のリラクセー

ションによるロス(⊿f2)、コンクリートのクリープによるロス(⊿f3)、および、コンクリ

ートの乾燥収縮によるロス(⊿f4)の式は、ロスの増加が時間の経過とともに小さくなり、

ロスは長期的にほぼ一定となる考えが含まれている。よって、プレストレス損失の長期

的な傾向として、プレストレス損失の増加が時間の経過とともに小さくなっていく。

その結果、テンドンの緊張力低下が小さくなり長期的にほぼ一定となる。

（１）PC鋼より線のリラクセーションによるロス(⊿f2)
PC鋼より線のリラクセーションによるロス(⊿f2)は、工事計画認可申請資料に記載

されている以下の式により算定する。

 ∆ ଶ݂ ൌ γሺݐ௥ሻ ∙ ௜݂ ∙ ቀ1െ 2 ∙
∆௙యା∆௙ర

௙೔
ቁ 

fi ：テンドンの初期平均張力 
γ(tr)  ：PC鋼より線のリラクセーション係数 
⊿f3 ：コンクリートのクリープによるロス 
⊿f4 ：コンクリートの乾燥収縮によるロス 

PC鋼より線のリラクセーションによるロス(⊿f2) の傾向は、リラクセーション係数

が同じであれば、コンクリートのクリープによるロス(⊿f3)および乾燥収縮によるロス

(⊿f4)から定まる。そのため、コンクリートのクリープによるロス(⊿f3)およびコンク

リートの乾燥収縮によるロス(⊿f4)が、長期的にほぼ一定となれば、PC鋼より線のリ

ラクセーションによるロス(⊿f2) も、長期的にほぼ一定となる。

（２）コンクリートのクリープによるロス(⊿f3)
コンクリートのクリープによるロス(⊿f3)は、工事計画認可申請資料に記載されてい

る次式により算定する。

∆ ଷ݂ ൌ
௡∙ఝ൫௧、௧బ൯∙ఙ೎

ଵା௡∙഑೎
೑೔
∙ቂଵାభ

మ
ఝ൫௧、௧బ൯ቃ

σc ：初期平均コンクリート応力 
f i  ：テンドンの初期平均張力 
n  ：ヤング係数比（Ep/Ec） 

φ(t、 t0)  ：コンクリートのクリープ係数 

コンクリートのクリープによるロス(⊿f3)の入力値のうち、時間の要因を含むもの

は、コンクリートのクリープ係数である。コンクリートのクリープ係数の算定方法は

「２．（２）コンクリートのクリープ係数」を参照。

このうち、βf(t)、βf(t0)は図１に示す、「コンクリートの有効材令tおよび部材の

添付－１（１／７） 
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仮想厚さhthに関する関数」により算定する。 
図１に示す関数は材令に伴い収束し、最終値に収まる。よって、コンクリートのク

リープ係数は時間の経過とともに収束し、長期的に一定となる。そのため、クリープ

によるロス(⊿f3)は、ロスの増加が時間の経過とともに小さくなり、長期的にほぼ一定

となる。

図１ コンクリートの有効材令tおよび部材の仮想厚さhthに関する関数 
[出典：土木学会「プレストレストコンクリート標準示方書」（昭和５３年制定）P20] 

（３）コンクリートの乾燥収縮によるロス(⊿f4)
コンクリートの乾燥収縮によるロス(⊿f4)は、工事計画認可申請資料に記載されてい

る以下の式により算定する。

∆ ସ݂ ൌ
௣ܧ ∙ ଴൯ݐ、ݐ௦൫ߝ

1൅ ݊ ∙
௖ߪ
௜݂
∙ ቂ1൅

1
2߮൫ݐ、ݐ଴൯ቃ

σc ：初期平均コンクリート応力 
fi  ：テンドンの初期平均張力 
Ep ：テンドンのヤング係数 
n  ：ヤング係数比（Ep/Ec） 

φ(t、 t0) ：コンクリートのクリープ係数 
εs(t、 t0) ：コンクリートの乾燥収縮ひずみ 

コンクリートの乾燥収縮によるロス(⊿f4)の入力値のうち、時間の要因を含むもの

は、コンクリートのクリープ係数および乾燥収縮ひずみである。コンクリートのクリ

ープ係数の算定方法は「２．（２）コンクリートのクリープ係数」を参照。コンクリ

ートの乾燥収縮ひずみの算定方法は「２．（３）コンクリートの乾燥収縮ひずみ」を

参照。

このうち、βS(t)、βS(t0)は図２に示す、「コンクリートの材令tおよび部材の仮想

厚さhthに関する関数」により算定する。 
 図２に示す関数は材令に伴い収束し、最終値に収まる。よって、コンクリートの乾

燥収縮ひずみは時間の経過とともに収束し、長期的に一定となる。

コンクリートのクリープ係数および乾燥収縮ひずみは、時間の経過とともに収束

し、長期的に一定となる。そのため、乾燥収縮によるロス(⊿f4)は、ロスの増加が時間

の経過とともに小さくなり、長期的にほぼ一定となる。

添付－１（２／７） 
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図２ コンクリートの材令tおよび部材の仮想厚さhthに関する関数 
[出典：土木学会「プレストレストコンクリート標準示方書」（昭和５３年制定）P18] 

添付－１（３／７） 
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２．プレストレス損失の算定時の入力値 

表１ プレストレス損失の算定時の入力値

経過時点 

備考 30 年 

時点 

60 年 

時点 

テンドンの

初期平均張力 

（kg/mm2） 

フープテンドン 107.3 

工事計画認可申請資料 

逆Ｕテンドン 124.2 

初期平均 

コンクリート応力

度 

（kg/mm2） 

フープ

テンドン

ドーム 0.55 
テンドンの初期平均張力と

コンクリート断面厚さより

算定 

胴 1.00 

逆Ｕ 

テンドン

ドーム 0.80 

胴 0.67 

ヤング係数

（kg/cm2） 

テンドン 2.00×106 
工事計画認可申請資料 

コンクリート 3.15×105 

テンドンのリラクセーション係数 4.0% 4.0% (1)に記載

コンクリートの

クリープ係数

φ（t,to）

ドーム 1.75 1.83 

(2)に記載

胴 1.48 1.56 

コンクリートの

乾燥収縮ひずみ 

εs（t,to）

（×10-6） 

ドーム 160.9 168.1 

(3)に記載

胴 143.1 150.0

添付－１（４／７） 
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（１）PC鋼より線のリラクセーション係数

PC鋼より線のリラクセーション係数の30年時点および60年時点の入力値は、工事計画

認可申請資料の40年時点のリラクセーション係数4％と同じ値としている。 

土木学会「コンクリート標準示方書」（2012年制定）において、「リラクセーション

試験により求めた1000時間試験値の3倍の値とする。」とある（1000時間試験値は 

0.6%）。リラクセーション係数4％は、1000時間試験値の3倍の値である1.8%に比べ安全

側の値である。 

（２）コンクリートのクリープ係数

コンクリートのクリープ係数は、PC示方書に倣い算定した。

クリープ係数：φ൫ݐ、ݐ଴൯ ൌ ߮ௗ଴ ൈ ݐௗሺߚ െ ଴ሻݐ ൅ ߮௙଴ൣߚ௙ሺݐሻ െ ଴ሻ൧ݐ௙ሺߚ

表２ クリープ係数算定時の入力値 

経過時点 

備考 30 年 

時点 

60 年 

時点 

φd0：遅れ弾性ひずみに対する 

基本クリープ係数 

ドーム 
0.4 0.4 一般に 0.4 

胴 

βd(t－t0)：載荷後の有効経過日数 

(t－t0)に関する関数による値 

ドーム 
1.0 1.0 (t－t0)≧３か月のとき 1.0 

胴 

φf0：フローひずみに対する 

基本クリープ係数 

ドーム 

2.0 2.0 

PC 示方書に示される、環境条件に応

じた基本クリープ係数（相対湿度

70％） 
胴 

βf(t0)：有効材令 t0 におけるコンクリート

の 

有効材令 t 及び部材の仮想厚さ hthに関する 

関数※1による値 

ドーム 0.46 0.46 

有効材令 t0 

ドーム：173 日、胴：507 日 
胴 0.60 0.60 

βf(t) ：載荷後の有効材令 t における 

コンクリートの有効材令 t 及び部材の

仮想厚さ hth に関する関数※1による値 

ドーム 1.14 1.18 

載荷後の有効材令 t  

30 年時点 

ドーム：14,668 日、胴：15,002 日 

60 年時点 

ドーム：29,930 日、胴：30,264 日 

胴 1.14 1.18 

※１：PC示方書のコンクリートの有効材令tおよび部材の仮想厚さhthに関する関数を多項式に近似し、有

効材令10,000日以上を補完し、算出。 

添付－１（５／７） 
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（３）コンクリートの乾燥収縮ひずみ

コンクリートの乾燥収縮ひずみは、PC示方書に倣い算定した。

乾燥収縮ひずみ：߳௦൫ݐ、ݐ଴൯ ൌ ሻݐ௦ሺߚ௦଴ሾߝ െ ଴ሻሿݐ௦ሺߚ

表３ 乾燥収縮ひずみ算定時の入力値 

経過時点 
備考 

30 年時点 60 年時点 

εS0：基本収縮ひずみ 

ドーム 
250.0×10-

6

250.0×10-

6

PC 示方書に示される、環境条件に応

じた基本収縮ひずみ（相対湿度

70％） 
胴 

βS(t0)：有効材令 t0 における 

コンクリートの材令 t および

部材の仮想厚さ hthに関する 

関数※2による値 

ドーム 0.04 0.04 有効材令 t0 

ドーム：173 日 

胴：507 日 胴 0.12 0.12 

βS(t)：載荷後の有効材令 t における 

コンクリートの材令 t および

部材の仮想厚さ hthに関する 

関数※2による値 

ドーム 

0.69 0.72 

載荷後の有効材令 t  

30 年時点 

ドーム：14,668 日、胴：15,002 日 

60 年時点 

ドーム：29,930 日、胴：30,264 日 

胴 

※２ PC示方書のコンクリートの材令tおよび部材の仮想厚さhthに関する関数を多項式に近似し、有効材

令10,000日以上を補完し、算出。 

添付－１（６／７） 
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３．プレストレス損失の算定結果 

 

表４ プレストレス損失の算定結果 

 

プレストレス損失 

（運転開始後 

30 年経過時点） 

プレストレス損失 

（運転開始後 

60 年経過時点） 

プレストレス損失 

（30 年目以降 

60 年まで） 

フープテンドン(⊿f) 
ドーム 0.659MN 0.679MN 0.020MN 

胴 0.772MN 0.800MN 0.028MN 

逆Ｕテンドン(⊿f) 0.768MN 0.792MN 0.025MN 

 

・運転開始後60年経過時点の緊張力予測値の算出におけるプレストレス損失として、 

フープテンドンについては、0.028MNを、逆Uテンドンには0.025MNを用いる。 

 
  

添付－１（７／７） 
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表 緊張力予測値の算定結果 

検査テンドン 

緊張力測定値 

（30 年目供用期

間中検査結果） 

緊張力予測値 

（運転開始後 60 年 

経過時点） 

緊張力予測値 

（運転開始後 60 年 

経過時点） 

の平均値（※1） 

設計要求値 

（※2） 

フープ  

テンドン 

ドーム 
H101D 6.19MN 6.16MN 

6.13MN 5.36MN 

H101N 6.09MN 6.06MN 

胴 

H96D 6.29MN 6.26MN 

H96N 6.26MN 6.23MN 

H45D 6.12MN 6.09MN 

H45N 6.18MN 6.15MN 

H41D 6.16MN 6.13MN 

H41N 6.05MN 6.02MN 

逆 U    

テンドン 

V29D 6.38MN 6.35MN 

6.42MN 5.66MN 

V29N 6.47MN 6.44MN 

V43D 6.32MN 6.29MN 

V43N 6.42MN 6.39MN 

V77D 6.44MN 6.41MN 

V77N 6.65MN 6.62MN 

 
※1 各テンドンの「緊張力測定値（30年目供用期間中検査結果）」から「プレストレス

損失（30年以降60年まで）」を差し引き平均したものを、小数点以下第3位を切り捨

てして算出。 
※2 工事計画認可申請資料に基づき設定されたテンドン定着部の緊張力で、テンドン定

着部の定着完了後の緊張力から経年による緊張力の損失を考慮したもの 

 

表 テンドン定着部緊張力の設計要求値 

 
 

①テンドン定着部 

の定着完了後の緊張

力(kg/mm2) 

②経年による 

緊張力の損失(kg/mm2) 

③テンドン 

1 本あたりの 

断面積 

(mm2／本) 

（①－②）×③ 

設計要求値(MN) 

フープテンドン 122.8 22 5429.05 5.36 

逆 U テンドン 125.3 19 5429.05 5.66 

 

添付－２ 
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タイトル
テンドンの緊張力低下のうち高経年化対策上着目すべき劣化事象ではな

いとした要因における根拠の説明について 

説 明 

テンドンの緊張力低下のうち高経年化対策上着目すべき劣化事象ではな

いとした要因における根拠を以下に示す。 

１．熱（高温）による緊張力低下 

熱（高温）による緊張力の低下については、日本建築学会 原子力施設

における建築物の維持管理指針・同解説（付録Ⅱ 原子力施設における建

築物の維持管理指針 解説 （プレストレストコンクリート製原子炉格納容

器（ＰＣＣＶ）編））（以下「維持管理指針」という）に基づき、高経年

化対策上着目すべき劣化事象ではないと判断した。 

維持管理指針抜粋（P204） 

『ＰＣ鋼材の引張強度は、200℃程度までの温度であれば著しく低下す

ることはなく、温度400℃でも短期間（3～5分）であれば、ＰＣ鋼材

の機械的性質に有害な影響は生じない。なお、コンクリート製原子炉

格納容器で一般に経験される温度レベルは200℃よりもはるかに低い

65℃の範囲に収まっていると考えられるため、通常運転時の状態下で

ＰＣ鋼材に熱損傷が生じる可能性は極めて低く、着目する劣化要因と

はしない。』 

２．放射線照射による緊張力低下 

放射線照射による緊張力低下については、維持管理指針に基づき、高経

年化対策上着目すべき劣化事象ではないと判断した。 

なお、運転開始後６０年時点における、１次遮蔽壁コンクリート外表面

および１次冷却材ループ室内機器表面付近の中性子照射量のオーダーは、

それぞれ、107n/cm2(E>1.0MeV)および1011n/cm2(E>1.0MeV)程度である。 

ＰＣ鋼線の照射量は、下記の閾値4×1016n/cm2(E>1.0MeV)より十分に小さ

い値であると考えられる。 

維持管理指針抜粋（P204） 

『ＰＣ鋼材への放射線照射は、4×1016n/cm2までの中性子照射では影響が

なく、コンクリート製格納容器の照射量はこの閾値よりも低く、プレ

ストレスシステムの性能に影響を与える可能性は極めて低いと考えら

れることから、着目する劣化要因とはしない。』

３．腐食による緊張力低下 

腐食による緊張力低下については、維持管理指針に基づき、高経年化対

策上着目すべき劣化事象ではないと判断した。 

また、防せい剤は第１８回の定期検査において、水溶性不純物、含水量

および全アルカリ価の検査を実施しており、全ての検査項目について判定

基準を満足していることを確認している。 

別紙１７ 
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維持管理指針抜粋（P205） 

『国内のＰＣＣＶでは、米国のような鉛直＋ガンマテンドン（テンドン

ギャラリとリングガータで定着するテンドン）形式ではなく、逆Ｕテ

ンドン形式を採用し、緊張材（テンドン）の両端を底部内にあるテン

ドンギャラリに定着しているため、雨水や地下水が浸入することはな

い。また、外部に露出した水平方向テンドンのグリースキャップまた

はエンドキャップには、雨水対策を施しているため、水分が浸入する

ことはない。さらに、シース、グリースキャップまたはエンドキャッ

プ内には、防せい剤が充填されているため、定着具およびＰＣ鋼材が

腐食する可能性は極めて低いことなどから、着目する劣化要因とはし

ない。』

以上 
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タイトル プレストレスシステムの疲労試験について 

説 明 プレストレスシステムの疲労試験（高サイクル疲労試験および低サイク

ル疲労試験）の方法等について、以下に示す。

１．試験方法および条件

プレストレスシステムの疲労試験はASME Sec.Ⅲ Div.2 CC-2463およ

び2464を準用し実施している。 

（１）試験体

試験体は、実際に施工するテンドンの全断面積の10％以上の断面積

を有するテンドンおよびそれに相当する定着具とする。 

（２）試験方法

○高サイクル疲労試験

テンドンの保証引張荷重の60％から66％の荷重範囲で500,000回の

繰り返し載荷を行い、テンドンが破断しないことを確認する。 

○低サイクル疲労試験

テンドンの保証引張荷重の40％から80％の荷重範囲で50回の繰り返

し載荷を行い、テンドンが破断しないことを確認する。 

２．試験結果 

平成２年５月、高サイクル疲労試験および低サイクル疲労試験におい

てテンドン破断なし。 

判定 合格。 

添付－１ 大飯発電所３、４号機用 プレストレストコンクリート格納容器

に関する技術指針（昭和６２年２月） 

以上 

別紙１８ 
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添付－１（１／２） 
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技 術 指 針 

解 説 

添付－１（２／２） 
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タイトル 外部遮蔽壁における非破壊試験結果および圧縮強度の推定方法について 

説 明 供用期間中はテンドン緊張力によるプレストレスが作用しているために

コア採取することができない外部遮蔽壁において実施した、コンクリート

の非破壊試験の試験方法、位置ならびに試験結果および圧縮強度の推定方

法については以下のとおり。

１．試験方法 

JIS A 1155「コンクリートの反発度の測定方法」による。 

２．試験位置 

添付－１「コンクリートの非破壊試験位置図」に示すとおり。 

３．試験結果および推定方法 

添付－２「コンクリートの非破壊試験結果」に示すとおり。 

なお、推定圧縮強度（N/mm2）は、日本建築学会 原子力施設における

建築物の維持管理指針・同解説（付録Ⅱ 原子力施設における建築物の

維持管理指針 解説（プレストレストコンクリート製原子炉格納容器

（ＰＣＣＶ）編））に準拠し、次式にて算出。 

Ｆ=16.4×exp((2.91×10-2×R)) 

ここに、F：推定圧縮強度(N/mm2)

R：リバウンドハンマーによる反発度 

添付－１ コンクリートの非破壊試験位置図 

添付－２ コンクリートの非破壊試験結果 

以上 

別紙１９ 
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コンクリートの非破壊試験結果

測定点 実施時期 
反発度 

測定結果 

推定圧縮強度 

（N/mm2） 

設計基準強度 

（N/mm2） 

OS-001 2016年 58 88.7 44.1 

OS-002 2016年 56 83.7 44.1 

OS-003 2016年 57 86.1 44.1 

OS-004 2016年 62 99.6 44.1 

OS-005 2016年 56 83.7 44.1 

OS-006 2016年 55 81.3 44.1 

OS-007 2016年 54 78.9 44.1 

OS-008 2016年 54 78.9 44.1 

SH-3-1 2020年 52 74.5 44.1 

SH-3-2 2020年 52 74.5 44.1 

SH-3-3 2020年 55 81.3 44.1 

SH-3-4 2020年 57 86.1 44.1 

SH-3-5 2020年 52 74.5 44.1 

SH-3-6 2020年 57 86.1 44.1 

SH-3-7 2020年 46 62.5 44.1 

平均 81.3(※) 44.1 

（※）小数点以下第2位を切り捨て 

添付２（１／１） 
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タイトル 大飯３号炉周辺の地下水による劣化影響について 

説 明 １．はじめに

大飯3号炉のコンクリート構造物うち、原子格納施設基礎、海水ポンプ

室、海水管トンネルの一部は地下に埋設されているため、これらの構造物

に対する地下水による経年劣化影響について検討を行った。

コンクリートの強度低下に影響を及ぼすと想定される地下水に起因する

経年劣化要因を抽出するとともに、それらが大飯3号炉の地下埋設部コン

クリートにおいて発生し、進展する可能性について評価を行った。

２．経年劣化影響評価

2.1 地下水に起因する経年劣化要因の抽出

地下水に起因するコンクリートの経年劣化要因とその概要を表1に示

す。

表1 地下水の存在下で引き起こされる経年劣化要因 
経年劣化

要因
概要

塩分浸透

コンクリート中に塩化物イオンが浸透して鉄筋位置まで達すると、

鉄筋表面の不動態被膜が破壊されるため、鉄筋はコンクリート中の水

分、酸素の作用により腐食し始める。腐食が進行すると酸化生成物に

よる体積膨張からコンクリートにひび割れや剥離が生じ、コンクリー

ト構造物としての健全性が損なわれる可能性がある。

アルカリ

骨材反応

コンクリート中の反応性シリカを含む骨材と、セメントなどに含ま

れるアルカリ（ナトリウムイオンやカリウムイオン）が、水の存在下

で反応してアルカリ珪酸塩を生成し、この膨張作用によりコンクリー

トにひび割れが生じ、コンクリート構造物としての健全性が損なわれ

る可能性がある。

化学的

侵食

水分中の酸や硫酸塩等の塩類とセメント水和物の化学反応により、

セメントペーストの溶解（酸）や、コンクリート表層の剥離・剥落

（塩類）が生じ、コンクリート構造物としての健全性が損なわれる可

能性がある。

2.2 地下水に起因するコンクリートの経年劣化評価 
コンクリートの経年劣化要因のうち、塩分浸透、アルカリ骨材反応、

化学的侵食が大飯3号炉の地下埋設部コンクリートにおいて発生し、進

展する可能性について、大飯3号炉の環境条件に基づき評価を行った。 

2.2.1 塩分浸透 
コンクリート中に塩化物イオンが浸透して鉄筋位置まで達すると、

鉄筋表面の不動態被膜が破壊されるため、鉄筋はコンクリート中の水

分および酸素の作用により腐食し始める。腐食が進行すると酸化生成

物による体積膨張からコンクリートにひび割れや剥離が生じ、コンク

リート構造物としての健全性が損なわれる可能性がある。

大飯3号炉の対象構造物においては塩分浸透を生じる可能性がある

ため、経年劣化に対する評価を実施している。

別紙２０ 
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その結果、各評価部位における鉄筋の腐食減量は、運転開始後60年
時点の想定においてもかぶりコンクリートにひび割れが発生する時点

での鉄筋の腐食減量を十分に下回っている。

 また、定期的な建屋内部からの目視点検の結果、塩分浸透による鉄

筋腐食に起因する膨張性のひび割れは確認されていない。さらにコン

クリート躯体が直接海水に接触する海水ポンプ室においても、塩分浸

透による鉄筋腐食に起因する膨張性のひび割れは確認されていない。

 したがって、塩分浸透の評価結果、目視点検の結果および最も厳し

い環境条件にある海水ポンプ室の現状に鑑み、その他の地下埋設部コ

ンクリートにおいても、塩分浸透によるコンクリートの経年劣化が進

展し、大飯3号炉の供用期間中にコンクリート構造物としての健全性

が損なわれる可能性は極めて低いと考えられる。

2.2.2 アルカリ骨材反応 
アルカリ骨材反応は、コンクリート中に存在するアルカリ溶液と骨

材中に含まれる反応性シリカ鉱物の化学反応である。このとき生成さ

れたアルカリ・シリカゲルが周囲の水を吸収して膨張するため、コン

クリート表面にひび割れが生じ、コンクリート構造物としての健全性

が損なわれる可能性がある。

ただし、大飯3号炉で使用している骨材については、別紙14に示す

とおり、1987年から1990年にモルタルバー法（JIS A 5308 附属書

8）による反応性試験を実施しており、その結果得られた膨張率は

「材齢6ヶ月で0.100%」の判定基準に対し無害と判定されている。

また、定期的な建屋内部からの目視点検の結果、アルカリ骨材反応

に起因する膨張性のひび割れは確認されていない。さらに絶えず海水

が供給される環境下にある海水ポンプ室においても、アルカリ骨材反

応に起因する膨張性のひび割れは確認されていない。

 したがって、使用骨材の反応性試験結果、目視点検の結果および最

も厳しい環境条件にある海水ポンプ室の現状に鑑み、その他の地下埋

設部コンクリートにおいても、アルカリ骨材反応によるコンクリート

の経年劣化が生じる可能性は極めて低いと考えられる。

2.2.3 化学的侵食 
コンクリートの化学的侵食は、コンクリートが外部からの化学作用

によってセメント硬化体を構成する水和生成物が、変質や分解により

結合能力を失っていく事象である。化学的侵食はその劣化機構によっ

て、1）セメント水和物との化学反応による溶解、2）セメント水和物

との化学反応による膨張に大別される。

1）セメント水和物との化学反応による溶解

コンクリート中のセメント水和物との化学反応により、本来、水に

溶解しにくいセメント水和物を可溶性物質に変質させ、コンクリート

が多孔質化する、あるいは分解することで骨材の露出や脱落などが生

じる。

2）セメント水和物との化学反応による膨張

コンクリート中のセメント水和物との化学反応により、新たな化合

物が生成され、膨張する際の膨張圧がコンクリートにひび割れや剥離
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(2) 地下水水質試験結果の分析

大飯3号炉における地下水水質試験結果（pH、硫酸塩、マグネシウ

ム、アンモニウム、侵食性遊離炭酸）をEN2061)の地下水の環境区分

と対比した結果を表3に示す。

表3 大飯3号炉における試験結果とEN206の環境区分(地下水)の対比 

環境区分

XA1 XA2 XA3
大飯

3号炉 
弱い

化学的侵食

標準的な

化学的侵食

強い

化学的侵食

pH 

[‐] 
6.5≧X≧5.5 5.5>X≧4.5 4.5>X≧4.0 

該当区分

なし

硫酸塩

[㎎/l] 
200≦X≦600 600<X≦3000 3000<X≦6000 

該当区分

なし

マグネ

シウム

[㎎/l] 

300≦X≦1000 1000<X≦3000 3000<X 
該当区分

なし

アンモ

ニウム

[㎎/l] 

15≦X≦30 30<X≦60 60<X≦100 
該当区分

なし

侵食性遊離

炭酸塩

[㎎/l] 

(aggressive) 

15≦X≦40 40<X≦100 100<X
該当区分

なし

(a) pH
EN206のいずれの環境区分にも該当しないことを確認した。

(b) 硫酸塩

EN206のいずれの環境区分にも該当しないことを確認した。

(c) マグネシウム

EN206のいずれの環境区分にも該当しないことを確認した。

(d) アンモニウム

EN206のいずれの環境区分にも該当しないことを確認した。

(e) 侵食性遊離炭酸塩

EN206のいずれの環境区分にも該当しないことを確認した。

1) BSI，BS EN 206：Concrete - Specification，performance，
production and conformity (2013)



-20-5-

(3) 化学的侵食に関する経年劣化評価

大飯3号炉の地下水水質試験結果に基づき地下水成分の分析を行った結

果、酸や硫酸塩に起因するコンクリートの経年劣化が進展する可能性は

低いと考えられる。

 また、対象構造物のうち海洋環境の影響を直接受ける海水ポンプ室に

おいては、化学的侵食に特有の劣化兆候は見られない。

 したがって、地下水水質の分析や海水由来の侵食性物質に対して最も

厳しい環境下にある取水構造物の現状に鑑み、その他の地下埋設部コン

クリートにおいても化学的侵食によるコンクリートの経年劣化が生じる

可能性は極めて低いと考えられる。

2.3 地下水に起因するコンクリート経年劣化評価に関するまとめ 
地下水に起因するコンクリートの経年劣化要因が大飯3号炉の地下埋設

部コンクリートにおいて発生し、進展する可能性について大飯3号炉の環

境条件に基づき評価を行った。結果を表4に示す。 
これより、塩分浸透に関しては発生の可能性は否定できないものの、

表4に挙げた各経年劣化要因が大飯3号炉の地下埋設部コンクリートにお

いて進展する可能性は極めて小さいことを確認した。

表4 地下水に起因するコンクリートの経年劣化要因に係る発生および進展

の可能性

経年劣化

要因

経年劣化要因のスクリーニング結果

発生の

可能性

進展の

可能性
環境条件・根拠等

塩分浸透 〇 ×

地下水から塩化物イオンが供給されるため発生の可

能性はあるが、塩分浸透による鉄筋腐食に起因する

膨張性のひび割れは建屋内部からの目視点検におい

て確認されていない。

また海水の影響を受ける海水ポンプ室から採取した

コアサンプルによって塩分浸透に対して健全性を有

していることを確認している。

アルカリ

骨材反応
× ×

建設時にコンクリート使用骨材についてモルタルバ

ー法による反応性試験を実施した結果、無害と判定

された。

また、仮にアルカリ骨材反応が起きた場合に発生す

る膨張性のひび割れは、建屋内部からの目視点検に

おいて確認されていない。

さらに、絶えず海水が供給される環境下にある海水

ポンプ室においても、アルカリ骨材反応に起因する

膨張性のひび割れは確認されていない。

化学的

侵食
× ×

大飯3号炉は土壌や地下水に侵食性物質が多く含ま

れる温泉地帯や酸性河川流域等の付近には建設され

ていない。

また、地下水成分の分析の結果、酸や硫酸塩に起因

するコンクリート劣化の可能性は低いことを確認し

ている。

以上 




